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財務書類の基本的事項 
 

  



 2 

 

 

市では、これまでも予算や決算などの財政状況について公表してきましたが、現行制度は、「現金主義・

単式簿記」による現金の収支に着目した内容となっているため、その年度の現金の動きがわかりやすい反面、

資産や負債にかかる情報等が不十分な面がありました。 

こうした従来の決算書を補完するため、国においても、企業会計の手法を取り入れた、「発生主義・複式

簿記」に基づく新たな公会計制度による財政状況の公表を求めているところです。 

そこで、本市においても、平成 20年度決算から資産やコストといった財務情報を含めた、「財務書類」を

作成し、市民の方々に市の財政状況を公表しております。 

 平成 30年度決算については、平成 28年度決算から導入された統一的な基準により財務書類を作成しまし

たので、公表いたします。 

 

 

【財務書類の体系】 

 

  

一般

会計等 全体 連結

1 ○ ○ ○

2 ○ ○ ○

3 ○ ○ 一部略

4 ○ ○ 省略

一般

会計等 全体 連結

①有形固定資産の明細 ○ ○ ○

②有形固定資産の行政目的別明細 ○ ○ ○

③投資及び出資金の明細 ○ ○ 省略

④基金の明細 ○ ○ 省略

⑤貸付金の明細 ○ ○ 省略

⑥長期延滞債権の明細 ○ ○ 省略

⑦未収金の明細 ○ ○ 省略

①地方債（借入先別）の明細 ○ ○ 省略

②地方債（利率別）の明細 ○ ○ 省略

③地方債（返済期間別）の明細 ○ ○ 省略

④特定の契約条項が付された地方債の概要 ○ ○ 省略

⑤引当金の明細 ○ ○ 省略

○ ○ 省略

○ ○ 省略

○ ○ 省略

○ ○ 省略

4 【ＣＦ】 ○ ○ 省略

1 【BS】

⑴資産項目の明細

⑵負債項目の明細

2 【ＰＬ】
⑴補助金等の明細

⑵行政目的別の明細

⑵財源情報の明細

⑴資金の明細

3 【ＮＷ】

財務４表

【BS】貸借対照表

【PL】行政コスト計算書

【NW】純資産変動計算書

【CF】資金収支計算書

附属明細書

⑴財源の明細

１ はじめに 
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（１）作成基準日 

平成 30年度を対象年度とし、平成 31年３月 31日を基準日として作成しています。 

なお、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって基準日の計数としています。 

 

（２）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 

（３）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格としてい

ます。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合は、

実質価額としています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累計

額の項目をもって表示しています（間接法）。 

２ 財務書類の基本的事項 

 

 

Ⅰ 財務書類作成にかかる重要な会計方針 
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② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額を

当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会計年度の期間

に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率に基づいて算出した額としていま

す。 

 

（６）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円以下の

取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

歳計現金としています。 

ただし、歳計外現金については、資金収支計算書の欄外注記として表示するものとしています。 

なお、歳計現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資産として

います。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

金額が 50万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

 

（９）その他 

  百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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財務４表の関係を図で表すと下表のとおりとなります。 

財務４表は４つの表から構成されており、それぞれが連動していることがわかります。 

「貸借対照表」の純資産の部の変動を表したものが、「純資産変動計算書」です。 

「純資産変動計算書」における純資産の変動要因の主なものが純行政コストと財源、固定資産等の変動で

すが、そのうち純行政コストの明細を示すのが「行政コスト計算書」になります。 

「資金収支計算書」は、現金の動きを表す計算書で、本年度末現金預金残高は「貸借対照表」の現金預金

と一致します。 

 

 

  （財務４表の関係） 

 

 

 

  

　　・・・・・

　　・・・・・

　　現金預金

資金収支計算書

行政コスト計算書

純資産変動計算書

貸借対照表

資産の部 負債の部

純資産の部

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

純行政コスト
純資産合計

前年度末純資産残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

本年度末純資産残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度末資金残高

本年度末現金預金残高

Ⅱ 財務４表の関係 
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  「全体財務書類」とは、市のすべての会計を合わせて作成する財務書類のことで、「連結財務書類」と

は、全体財務書類に関連団体を加えて、連携して行政サービスを実施している関連団体と自治体を１つ

の行政サービス実施主体とみなして作成する財務書類のことです。 

 なお、本市の「連結対象団体等の範囲」は、次のとおりです。 

 

（１）連結の対象となる団体等の範囲 

 
 

 

 

 

 

 

 

     ・一般会計 

     ・扇町土地区画整理事業特別会計 

 

     ・水道事業会計 

・国民健康保険特別会計 

     ・観光施設事業特別会計 

・地方卸売市場事業特別会計 

・介護保険特別会計 

   ・三本松地区宅地整備事業特別会計 

     ・後期高齢者医療特別会計 

※ 湊町簡易水道事業特別会計、西田面簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、 

農業集落排水事業特別会計、個別生活排水事業特別会計は除く。 

（公営企業会計への移行中であるため） 

 

＜一部事務組合・広域連合＞ 

    ・会津若松地方広域市町村圏整備組合 

     ・福島県市町村総合事務組合 

     ・福島県市民交通災害共済組合 

     ・福島県後期高齢者医療広域連合 

    ＜地方三公社＞ 

     ・会津若松地方土地開発公社 

    ＜第三セクター等＞ 

     ・（株）まちづくり会津 

     ・（一財）会津若松市勤労者福祉サービスセンター 

     ・（公財）会津若松文化振興財団 

     ・（一財）会津若松観光ビューロー 

     ・（公財）会津地域教育・学術振興財団 

    

 

※第三セクター等の連結について 

自治体の出資割合が 50％超の法人、また、50％以下であっても業務運営に主導的な立場を確保している

と認められる場合なども対象となる。 

  

Ⅲ 全体・連結財務書類作成にかかる主要な事項 

 

 

 

連結財務書類 

全体財務書類 

一般会計等財務書類 
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（２）内部取引の相殺消去 

連結の対象となった団体間の取引や債権債務などの内部取引については、相殺消去しています。 

例えば、一般会計から特別会計に繰出金を支出したとします。 

一般会計では支出項目に「繰出支出」が計上されます。一方、繰出金を受け取った特別会計では収入項

目に「繰入収入」が計上されます。この状態で一般会計と特別会計を単純合算すると、「繰出支出」と「繰

入収入」の両方が計上されていることになります。しかし、この取引は、単に内部でお金を動かしただけ

で、実質的な支出や収入があったとは言えません。そこで、全体・連結財務書類では、これら内部取引を

消去します。 

 

 

 

 

会津若松市全体で考えると支出と収入はないことになる

（一般会計から特別会計に100万円を繰り出した場合）

一般会計
100万円の支出

特別会計
100万円の収入

繰出金

100万円

繰入金

100万円

会津若松市の取引

（内部取引として消去）

外部取引なし 外部取引なし
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財務４表の解説 

（一般会計等） 
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「貸借対照表」とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している「資産」と、将来世代が負

担する部分である「負債」、資産から負債を差し引いた「純資産」で構成されており、左右がバランスし

ている表であることから、バランスシートとも呼ばれます。 

「貸借対照表」は、借方（左側）と貸方（右側）で構成されています。（図１参照） 

借方には、土地・建物などの今までに形成した資産、貸方には地方債などの負債と純資産が表示され、

資産と負債及び純資産との関係は、「資産＝負債＋純資産」となります。 

 

          （図１） 

借方 貸方 

①資産 

②負債 

③純資産 

 

①資産 

資産には、 

（ア）自治体が住民サービスを提供するために使用する資産 

（イ）将来自治体に資金流入をもたらす資産（売れる資産・資金回収する資産） 

（ウ）現在保有する基金・預金等の現金資産 

の３つがあります。例えば、（ア）には道路や庁舎、学校等の固定資産が含まれ、（イ）には売却可能資

産や市税等の収入未済額があります。 

 

②負債 

負債とは、将来支払い義務の履行により自治体に資金の流出をもたらすものです。負債に計上される主

な項目として地方債がありますが、地方債は公共施設等の住民サービスを提供するために保有する財産の

財源としてみた場合、住民サービスを享受する世代間の公平性の観点から発行するという側面があります。

そのため、負債は将来世代が負担する部分と見ることができます。 

 

③純資産 

純資産とは、資産と負債の差額です。純資産は、公共施設等の住民サービスを提供するために保有する

財産の財源としてみた場合、過去又は現在の世代が既に負担した部分を表していると言えます。 

 

  

Ⅰ 貸借対照表 
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平成30年度の「貸借対照表」は次のとおりです。 

 

【資産の部】 

 
  

（単位：百万円）

30年度 29年度 増減

【資産の部】

142,520 142,852 △ 332

有形固定資産 134,615 134,855 △ 240

68,042 67,465 577

土地 　　　（例：庁舎、学校、市営住宅、福祉施設など） 32,265 32,320 △ 55

立木竹 2 2 0
建物 33,781 33,171 610

工作物 953 932 21
船舶 - - -

浮標等 - - -
航空機 - - -

その他 - - -
1,041 1,040 1

66,171 66,971 △ 800
土地 　　　　（例：道路、橋、公園、上下水道施設など） 26,076 26,019 57

建物 2,932 3,083 △ 151
工作物 37,038 37,757 △ 719

その他 - - -
建設仮勘定 125 112 13

403 420 △ 17
無形固定資産 232 280 △ 48

ソフトウェア 231 279 △ 48
その他 1 1 0

投資その他の資産 7,673 7,717 △ 44

1,123 2,256 △ 1,133

有価証券 190 190 0

出資金 933 2,066 △ 1,133
その他 - - -

投資損失引当金 - - -

421 426 △ 5

10 11 △ 1

基金 6,230 5,155 1,075
減債基金 7 7 0

その他 6,223 5,148 1,075
その他 - - -

△ 111 △ 131 20

5,669 6,277 △ 608
現金預金 2,458 3,376 △ 918

145 149 △ 4

1 1 0

基金 3,097 2,793 304

財政調整基金 3,097 2,793 304

減債基金　…　減債基金のうち、翌年度に活用する見込みの金額 - - -
棚卸資産 - - -

その他 - - -

△ 31 △ 42 11

148,190 149,129 △ 939

徴収不能引当金　…　長期延滞債権のうち、時効等の理由により

　　　　　　　　　　回収が困難であると見込まれる金額

流動資産　…　１年以内に現金化しうる資産

未収金　…　収入未済額のうち、その年度に新たに発生したもの
　　　　　　（現年度分）
短期貸付金　…　市が貸し付けている金額のうち、
　　　　　　　　翌年度に償還期限が到来するもの

徴収不能引当金　…　未収金のうち、時効等の理由により

　　　　　　　　　　回収が困難であると見込まれる金額

資産合計

建設仮勘定　…　建設中の固定資産に係る支出済額
インフラ資産　…　社会基盤となる資産 

物品　…　取得価格が50万円以上の物品及び300万円以上の美術品

投資及び出資金　…　市が保有する株券などの有価証券や、

　　　　　　　　　　公営企業・関係団体等への出資金

長期延滞債権　…　収入未済額のうち、当初調定年度が前年度

　　　　　　　　　以前のもので、延滞が長期に及んでいるもの
　　　　　　　　　（滞納繰越分）
長期貸付金　…　市が貸し付けている金額のうち、
　　　　　　　　1年を超えて償還期限が到来するもの

科　　　　　　目

固定資産　…　行政活動のために使用することを目的として保有する
　　　　　　　資産、又は１年を超えて現金化される資産

事業用資産　…　公共サービスに供されている資産でインフラ

　　　　　　　　資産以外の資産
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【負債・純資産の部】 

 
 

平成 30年度の貸借対照表は、「資産」が対前年度 9.4億円減の 1,481.9億円、「負債」が対前年度 6.3

億円減の 547.1億円となり、「純資産」は対前年度 3.1億円減の 934.8億円となりました。 

  

（単位：百万円）

30年度 29年度 増減

【負債の部】

49,968 49,397 571

41,842 41,040 802

33 90 △ 57

8,041 8,205 △ 164

損失補償等引当金 - - -

その他 51 61 △ 10

4,739 5,938 △ 1,199

１年内償還予定地方債　…　地方債のうち、翌年度に償還する金額 3,971 4,221 △ 250

3 2 1

未払費用 - - -

前受金 - - -

前受収益 - - -

556 536 20

預り金 199 1,168 △ 969

その他 10 10 0

54,707 55,335 △ 628

【純資産の部】

145,618 145,646 △ 28

△ 52,136 △ 51,852 △ 284

93,482 93,794 △ 312

148,190 149,129 △ 939負債及び純資産合計

未払金　…　市税等の未還付額

賞与等引当金　…　翌年度に支払うことが予定されている職員賞与の
　　　　　　　　　うち、当年度の勤務によって発生する負担相当額

負債合計

固定資産等形成分　…　資産形成のために充当した資源の蓄積を意味する
　　　　　　　　　　　（固定資産と流動資産の短期貸付金、基金を
　　　　　　　　　　　　合計した金額と一致する）

余剰分（不足分）　…　純資産合計から固定資産等形成分を差し引いた額

純資産合計

科　　　　　　目

固定負債　…　1年を超えて返済期限が到来する負債

地方債　…　発行した地方債のうち、償還予定が1年超えのもの

長期未払金　…　自治法第214条に規定する債務負担行為で
　　　　　　　　確定債務とみなされるもの

退職手当引当金　…　在職する職員が自己都合により退職するものと
　　　　　　　　　　した場合の退職手当支給見込み額

流動負債　…　1年以内に返済すべき負債
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◇資産と負債・純資産の構成比率 

 このグラフは、平成 30年度の「貸借対照表」における各科目の構成比率をグラフ化したものです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◇有形固定資産の内訳 

このグラフは、平成 30年度「貸借対照表」における「固定資産」のうち、「有形固定資産」について、

分野別の構成比率を表しています。 

 

 
  

◇ ポイント 

左側の「資産」においては、市民サービスを提供する上で必要な有形固定資産（道路や公園、学校などの土

地や建物など）が 90％以上を占めていることがわかります。 

右側の「負債・純資産」においては、固定負債が 33.7％、流動負債が 3.2％、純資産が 63.1％の割合となって

おり、将来世代が負担する部分である「負債」よりも、「純資産」の方が多くなっています。 

なお、今後の公共施設等の整備にあたっては、将来世代の負担が過大とならないよう、引き続きそのバランス

を見極めていくことが重要です。 

◇ ポイント 

道路や公園などを含む「生活インフラ・国土保

全」が 53.8％、小中学校の校舎や校庭などを含

む「教育」が 28.0％を占めていることから、安定

した市民サービスを提供するために必要な公共

資産として、これらに対し多く投資してきたことが

わかります。 

なお、本市は消防や環境衛生の割合が低くな

っていますが、これは、消防署やごみ焼却施設

などを一部事務組合が所有しているためです。 

 

無形固定資産 

0.2％ 

 

生活インフラ

・国土保全

53.8％教育

28.0％

産業振興

7.8％

総務 7.2％

環境衛生 1.5％

福祉 1.4％
消防 0.3％
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◆市民一人あたりの貸借対照表 

 
【参考】 

平成 29年度・・・平成 30 年 3月 31日住民基本台帳人口 119,681人 

平成 30年度・・・平成 31 年 3月 31日住民基本台帳人口 118,518人 

 

 

  

（単位：千円）

30年度 29年度 増減 30年度 29年度 増減

【資産の部】 【負債の部】

1有形固定資産 1固定負債

（1）事業用資産 574 564 10 （1）地方債 353 343 10
（2）インフラ資産 558 560 △ 2 （2）長期未払金 0 1 △ 1
（3）物品 4 3 1 （3）退職手当引当金 68 68 0
合計 1,136 1,127 9 （4）その他 0 1 △ 1

合計 421 413 8
2無形固定資産 2 2 0

2流動負債

3投資その他の資産 （1）1年以内償還予定地方債 33 35 △ 2
（1）投資及び出資金 9 19 △ 10 （2）未払金 0 0 0
（2）長期延滞債権 3 4 △ 1 （3）賞与等引当金 5 4 1
（3）長期貸付金 0 0 0 （4）預り金 2 10 △ 8
（4）基金 53 43 10 （5）その他 0 0 0
（5）徴収不能引当金 △ 1 △ 1 0 合計 40 49 △ 9
合計 64 65 △ 1

負債合計 461 462 △ 1
4流動資産

（1）現金預金 21 28 △ 7 【純資産の部】

（2）未収金 1 1 0 1純資産

（3）短期貸付金 0 0 0 （1）固定資産等形成分 1,229 1,217 12
（4）基金 26 23 3 （2）余剰分（不足分） △ 440 △ 433 △ 7

（5）徴収不能引当金 0 0 0 純資産合計 789 784 5
合計 48 52 △ 4

資産合計 1,250 1,246 4 負債・純資産合計 1,250 1,246 4

借方 貸方

科目 科目
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「行政コスト計算書」とは、1年間の自治体の費用・収益の取引高を表したものです。 

福祉活動やごみの収集といった行政サービスに係るコスト（経費）とその行政サービスの直接の対価と

して得られた収益の差し引きが「純経常行政コスト」となり、さらに「臨時損失」、「臨時利益」を加味

したものが「純行政コスト」となります。（図２参照） 

 

     （図２） 

 
 
 

 

  

経常費用　①

純経常行政コスト　③　（①－②）

業務費用

移転費用

人件費、物件費等

経常収益　② 使用料、手数料、財産収入等

純行政コスト　（③＋④－⑤）

補助金、社会保障給付費等

臨時損失　④ 災害復旧事業費、資産除売却損

臨時利益　⑤ 資産売却益

Ⅱ 行政コスト計算書 
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平成30年度の「行政コスト計算書」は次のとおりです。 

 

 
 

平成30年度は、行政サービスを提供するための職員の人件費や、施設の維持管理にかかる経費、児童手

当や生活保護費といった扶助費などを合わせた「経常費用」が対前年度10.6億円減の430.1億円、行政サ

ービスを受けた人からの収入である「経常収益」が前年度とほぼ同額の12.3億円となり、さらに「臨時損

失」、「臨時利益」を加味した「純行政コスト」は、対前年度12.8億円減の418.9億円となりました。 

  

（単位：百万円）

30年度 29年度 増減

43,008 44,063 △ 1,055

業務費用 20,878 22,158 △ 1,280

人件費 7,550 7,873 △ 323

6,235 6,249 △ 14

556 536 20

287 600 △ 313

その他 472 487 △ 15

物件費等 12,573 13,424 △ 851

8,571 9,442 △ 871

611 713 △ 102

3,391 3,270 121

その他 0 0 0

その他の業務費用 755 861 △ 106

321 384 △ 63

徴収不能引当金繰入額 - 13 △ 13

その他 434 464 △ 30

移転費用 22,130 21,905 225

7,379 7,292 87

10,308 10,155 153

他会計への繰出金 4,347 4,355 △ 8

その他 95 103 △ 8

1,232 1,227 5

650 667 △ 17

その他 582 560 22

純経常行政コスト 41,776 42,837 △ 1,061

臨時損失 179 349 △ 170

災害復旧事業費 22 6 16

資産除売却損 156 342 △ 186

投資損失引当金繰入額 - - -

損失補償等引当金繰入額 - - -

その他 0 1 △ 1

臨時利益 67 19 48

資産売却益 67 19 48

その他 - - -

41,888 43,166 △ 1,278

補助金等　…　住民や団体等に対する負担金、補助金

　　　　　　　及び交付金など

社会保障給付　…　生活保護費や就学援助費など

経常収益　…　通常の行政活動による収入

使用料及び手数料　…　財・サービスの対価として使用料

　　　　　　　　　　　及び手数料の形で徴収する金銭

純行政コスト　…　費用と収益の差額であり、税収や地方交付税、

　　　　　　　　　国県支出金などの歳入で賄うべきコスト

賞与等引当金繰入額　…　引当金への繰入額

退職手当引当金繰入額　　（現金の支出は伴わない）

物件費　…　旅費や委託料、消耗品費、備品購入費など

維持補修費　…　施設等の維持修繕にかかる経費

減価償却費　…　固定資産の減価償却費

　　　　　　　　（現金の支出は伴わない）

支払利息　…　地方債の利子など

科　　　　　　目

経常費用　…　通常の行政活動に伴い発生した費用

職員給与費　…　職員の給与や共済費等の人件費
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◇目的別行政コスト計算書 

 行政コスト計算書を目的別に分類すると、下記の表のとおりとなります。 

 
 

◆市民一人あたりの行政コスト計算書 

 
 

【参考】 

平成 29年度・・・平成 30 年 3月 31日住民基本台帳人口 119,681人 

平成 30年度・・・平成 31 年 3月 31日住民基本台帳人口 118,518人 

（単位：百万円）

目　的 経常費用 経常収益 純経常行政コスト 臨時損失 臨時利益 純行政コスト

生活インフラ・国土保全 5,177 594 4,583 81 - 4,665

教育 4,485 60 4,425 0 1 4,424

福祉 20,044 211 19,832 59 0 19,891

環境衛生 3,371 146 3,225 - - 3,225

産業振興 2,678 15 2,663 39 0 2,701

消防 1,757 3 1,754 0 0 1,754

総務 5,496 203 5,294 0 66 5,228

警察 - - - - - -

その他 - - - - - -

合　計 43,008 1,232 41,776 179 67 41,888

（単位：千円） （単位：千円）

30年度 29年度 増減 純行政コスト（目的別） 30年度 29年度 増減

　人件費 64 66 △ 2 生活インフラ・国土保全 39 42 △ 3

　　職員給与費 53 52 1 教育 37 38 △ 1

　　賞与等引当金繰入額 5 5 0 福祉 168 165 3

　　退職手当引当金繰入額 2 5 △ 3 環境衛生 27 26 1

　　その他 4 4 0 産業振興 23 27 △ 4

　物件費等 106 112 △ 6 消防 15 14 1

　　物件費 72 79 △ 7 総務 44 49 △ 5

　　維持補修費 5 6 △ 1 合　計 353 361 △ 8

　　減価償却費 29 27 2

　　その他 0 0 0

　その他の業務費用 6 7 △ 1

　　支払利息 3 3 0

　　徴収不能引当金繰入額 - 0 0

　　その他 3 4 △ 1

　補助金等 62 61 1

　社会保障給付 87 85 2

　他会計への繰出金 36 36 0

　その他（移転費用） 1 1 0

362 368 △ 6

　使用料及び手数料 5 5 0

　その他 5 5 0

10 10 0

352 358 △ 6

2 3 △ 1

1 0 1

353 361 △ 8

臨時損失　合計　

臨時利益　合計　

純行政コスト

経常費用　合計　

経常
収益

経常収益　合計　

純経常行政コスト

行政コスト計算書

経
常
費
用
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 「純資産変動計算書」とは、「貸借対照表」の純資産の１年間の増減を表したものです。 

 

項 目 説 明 

前年度末残高 
期首（前年度末時点）の純資産の残高 

※前年度「貸借対照表」の純資産の額と一致します。 

１
年
間
の
変
動 

純行政コスト 
「行政コスト計算書」から算出します。 

※コストは、純資産を減少させます。 

財源 地方税、地方交付税、国庫支出金、県支出金など 

固定資産等の変動 固定資産の増減、貸付金・基金等の増減など 

本年度末残高 
期末（当年度末時点）の純資産の残高 

※当年度「貸借対照表」の純資産の額と一致します。 

 

 

  平成 30年度の「純資産変動計算書」は次のとおりです。 

 

 
 

平成 30 年度は、「純資産変動額」が 3.1 億円のマイナスとなり、「本年度末純資産残高」は 934.8 億円

となりました。 

 

   

（単位：百万円）

合計 固定資産等

形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 93,794 145,646 △ 51,852

純行政コスト（△） △ 41,888 △ 41,888

財源 41,561 41,561

29,411 29,411

12,149 12,149

本年度差額 △ 327 △ 327

固定資産の変動（内部変動） △ 43 43

有形固定資産等の増加 3,159 △ 3,159

有形固定資産等の減少 △ 3,463 3,463

貸付金・基金等の増加 2,378 △ 2,378

貸付金・基金等の減少 △ 2,118 2,118

- -

16 16

その他 0 0

本年度純資産変動額 △ 312 △ 28 △ 284

本年度末純資産残高 93,482 145,618 △ 52,136

資産評価差額　…　有価証券等の評価差額

無償所管換等　…　無償で譲渡又は取得した固定資産の

　　　　　　　　　評価額など

科　　　　　目

税収等　…　地方税、地方交付税、地方譲与税など

国県等補助金　…　国庫支出金及び県支出金

Ⅲ 純資産変動計算書 
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「資金収支計算書」とは、市の行政活動における収入と支出について、１年間の現金の流れを表したも

のです。 

現金の流れを示した点では歳入歳出決算書と似ていますが、活動別に区分することで、歳入歳出決算書

ではわからなかった活動別の資金調達源泉と資金使途を把握することができます。（図３参照） 

例えば、歳入歳出決算書は資金の増減にのみ着目するため、市税収入も地方債収入も歳入として扱われ

ます。この「資金収支計算書」では、市税収入は業務活動による収入、地方債収入は財務活動による収入

というように、両者を調達源泉の異なる資金として捉えるため、活動別の資金収支の状況を把握すること

ができます。 

 

  

    （図３） 

 
 

 

  

投資活動収支

投資活動支出 　道路、学校、公園など、主に固定資
産形成のための支出及び収入
（支出：公共施設等整備費、基金積
立金など）
（収入：国県等補助金、基金取崩収
入など）

投資活動収入

収支

財務活動収支

財務活動支出

地方債の元金償還額などの支出及
び地方債発行による収入財務活動収入

収支

業務活動収支

業務支出

業務収入

収支

経常的な行政サービスを提供するた
めの支出及び収入
（支出：人件費、物件費、支払利息、
補助金、社会保障給付など）
（収入：税収、国県等補助金（業務支
出の財源としたもの）、使用料及び手
数料など）

臨時支出

臨時収入

Ⅳ 資金収支計算書 
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 平成 30年度の「資金収支計算書」は次のとおりです。 

 

 
 

  平成 30年度は、「資金収支額」（業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の合計）が対前年度 0.4

億円減の 0.5億円のプラスとなり、「本年度末現金預金残高」は対前年度 9.2 億円減の 24.6億円となり

ました。 

 

  

（単位：百万円）

30年度 29年度 増減 30年度 29年度 増減

【業務活動収支】 【財務活動収支】

業務支出 39,748 40,528 △ 780 財務活動支出 4,231 4,817 △ 586

業務費用支出 17,619 18,622 △ 1,003 地方債償還支出 4,221 4,807 △ 586

人件費支出 7,694 7,630 64 その他の支出 10 10 0

物件費等支出 9,182 10,154 △ 972 財務活動収入 4,774 5,024 △ 250

支払利息支出 321 384 △ 63 地方債発行収入 4,774 5,024 △ 250

その他の支出 421 454 △ 33 その他の収入 - - -

移転費用支出 22,130 21,905 225 財務活動収支 542 207 335

補助金等支出 7,379 7,292 87 本年度資金収支額 50 89 △ 39

社会保障給付支出 10,308 10,155 153 前年度末資金残高 2,208 2,119 89

他会計への繰出支出 4,347 4,355 △ 8 本年度末資金残高 2,258 2,208 50

その他の支出 95 103 △ 8

業務収入 42,059 42,405 △ 346 前年度末歳計外現金残高 1,168 153 1,015

税収等収入 29,393 29,819 △ 426 本年度歳計外現金増減額 △ 968 1,015 △ 1,983

国県等補助金収入 11,451 11,363 88 本年度末歳計外現金残高 199 1,168 △ 969

使用料及び手数料収入 651 669 △ 18 本年度末現金預金残高 2,458 3,376 △ 918

その他の収入 564 555 9

臨時支出 162 75 87

災害復旧事業費支出 22 6 16

その他の支出 140 69 71

臨時収入 12 4 8

業務活動収支 2,161 1,806 355

【投資活動収支】

投資活動支出 5,575 5,433 142

公共施設等整備費支出 3,217 4,501 △ 1,284

基金積立金支出 1,684 245 1,439

投資及び出資金支出 - - -

貸付金支出 674 688 △ 14

その他の支出 - - -

投資活動収入 2,922 3,509 △ 587

国県等補助金収入 687 1,361 △ 674

基金取崩収入 305 1,318 △ 1,013

貸付金元金回収収入 674 696 △ 22

資産売却収入 1,256 134 1,122

その他の収入 - - -

投資活動収支 △ 2,653 △ 1,924 △ 729

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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財務４表の解説 

（全体・連結） 
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◇ 貸借対照表の「一般会計等」と「全体」、「連結」の比較 

「一般会計等貸借対照表」と、「全体貸借対照表」、「連結貸借対照表」を比較すると、下記の表のと

おりとなります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前年度比較（全体・連結）】 

 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

142,520 96.2％ 175,802 95.0％ 182,060 94.0％

有形固定資産 134,615 90.8％ 165,186 89.3％ 170,107 87.8％

無形固定資産 232 0.2％ 998 0.5％ 1,281 0.7％

投資その他の資産 7,673 5.2％ 9,618 5.2％ 10,672 5.5％

5,669 3.8％ 9,177 5.0％ 11,572 6.0％

148,190 100.0％ 184,979 100.0％ 193,632 100.0％

49,968 33.7％ 65,211 35.3％ 67,205 34.7％

4,739 3.2％ 6,341 3.4％ 6,652 3.4％

54,707 36.9％ 71,552 38.7％ 73,857 38.1％

93,482 63.1％ 113,428 61.3％ 119,775 61.9％

148,190 100.0％ 184,979 100.0％ 193,632 100.0％

資
　
産

負
債
・
純
資
産

1　固定資産

2　流動資産

合　計

1　固定負債

2　流動負債

負債　合計

純資産　合計

合　計

全体一般会計等 連結

（単位：百万円）

30年度 29年度 増減 30年度 29年度 増減

175,802 176,430 △ 628 182,060 183,742 △ 1,682

有形固定資産 165,186 165,890 △ 704 170,107 170,878 △ 771

無形固定資産 998 1,108 △ 110 1,281 1,386 △ 105

投資その他の資産 9,618 9,433 185 10,672 11,477 △ 805

9,177 9,869 △ 692 11,572 12,623 △ 1,051

184,979 186,299 △ 1,320 193,632 196,365 △ 2,733

65,211 64,920 291 67,205 67,682 △ 477

6,341 8,079 △ 1,738 6,652 8,381 △ 1,729

71,552 72,999 △ 1,447 73,857 76,063 △ 2,206

113,428 113,300 128 119,775 120,302 △ 527

184,979 186,299 △ 1,320 193,632 196,365 △ 2,733

連結

資
　
産

1　固定資産

2　流動資産

合　計

全体

負
債
・
純
資
産

1　固定負債

2　流動負債

負債　合計

純資産　合計

合　計

Ⅰ 全体・連結貸借対照表 
 

 
 

◇ ポイント 

全体・連結貸借対照表では、対象会計・団体の決算額が加わるため、各項目で値が大きくなりま

す。構成比率を見ると、流動資産の比率が高くなっていますが、これは、他の会計・団体では現金や

流動性の高い基金の比率が高いためです。 

また、負債の比率も高くなっていますが、これは、水道事業などの負債比率が高いためです。 
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◇ 行政コスト計算書の 「一般会計等」と「全体」、「連結」の比較 

「一般会計等行政コスト計算書」と、「全体行政コスト計算書」、「連結行政コスト計算書」を比較す

ると、下記の表のとおりとなります。 

 
 

 

 

 

 

 

 
【前年度比較（全体・連結）】 

 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

人件費 7,550 17.5％ 8,287 12.4％ 9,996 12.4％

物件費等 12,573 29.2％ 15,520 23.2％ 17,757 21.9％

その他の業務費用 755 1.8％ 1,352 2.0％ 1,771 2.2％

補助金等 7,379 17.2％ 30,465 45.5％ 39,978 49.4％

社会保障給付 10,308 24.0％ 10,330 15.4％ 10,336 12.8％

他会計への繰出金 4,347 10.1％ 882 1.3％ 882 1.1％

その他（移転費用） 95 0.2％ 99 0.2％ 135 0.2％

経常費用　合計 43,008 100.0％ 66,936 100.0％ 80,855 100.0％

使用料及び手数料 650 52.8％ 3,595 80.7％ 4,005 63.8％

その他 582 47.2％ 859 19.3％ 2,274 36.2％

経常収益　合計 1,232 100.0％ 4,455 100.0％ 6,280 100.0％

41,776 - 62,481 - 74,576 -

179 - 190 - 195 -

67 - 69 - 51 -

41,888 - 62,603 - 74,719 -

臨時利益　合計

純行政コスト

経
常
収
益

経
常
費
用

純経常行政コスト

臨時損失　合計

一般会計等 全体 連結

（単位：百万円）

30年度 29年度 増減 30年度 29年度 増減

人件費 8,287 8,622 △ 335 9,996 10,234 △ 238

物件費等 15,520 16,178 △ 658 17,757 18,181 △ 424

その他の業務費用 1,352 1,945 △ 593 1,771 2,298 △ 527

補助金等 30,465 32,378 △ 1,913 39,978 42,086 △ 2,108

社会保障給付 10,330 10,177 153 10,336 10,183 153

他会計への繰出金 882 924 △ 42 882 924 △ 42

その他（移転費用） 99 108 △ 9 135 171 △ 36

経常費用　合計 66,936 70,331 △ 3,395 80,855 84,075 △ 3,220

使用料及び手数料 3,595 3,557 38 4,005 3,967 38

その他 859 826 33 2,274 1,794 480

経常収益　合計 4,455 4,383 72 6,280 5,761 519

62,481 65,948 △ 3,467 74,576 78,315 △ 3,739

190 354 △ 164 195 354 △ 159

69 22 47 51 24 27

62,603 66,280 △ 3,677 74,719 78,645 △ 3,926

連結

経
常
収
益

純経常行政コスト

臨時損失　合計

臨時利益　合計

純行政コスト

経
常
費
用

全体

Ⅱ 全体・連結行政コスト計算書 
 

 
 

◇ ポイント 

全体行政コスト計算書を見てみると、特に、「補助金等」の比率が高くなっています。これは、国民健

康保険や介護保険などの特別会計と合わせたことで加わった、福島県国民健康保険団体連合会へ

の負担金などによって大幅に増加したものです。 

また、「他会計への繰出金」が減少しているのは、特別会計への繰出金を相殺しているためです。 
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◇ 純資産変動計算書の 「一般会計等」と「全体」、「連結」の比較 

「一般会計等純資産変動計算書」と、「全体純資産変動計算書」、「連結純資産変動計算書」を比較す

ると、下記の表のとおりとなります。 

 

 
 

※「連結純資産変動計算書」については、一部省略して作成しています。 

 

  

（単位：百万円）

固定資産等
形成分

固定資産等
形成分

固定資産等
形成分

93,794 145,646 113,300 179,224 120,302 186,670

△ 41,888 △ 62,603 △ 74,719

41,561 62,683 75,237

税収等 29,411 37,859 37,913

国県等補助金 12,149 24,824 37,323

△ 327 80 518

△ 43 △ 385

有形固定資産等の増減 △ 304 △ 874

貸付金・基金等の増減 260 490

- - - - 43

16 16 61 61 63

- - - - -

- - - - △ 2

0 △ 14 △ 1,147

△ 312 △ 28 128 △ 324 △ 526 △ 1,361

93,482 145,618 113,428 178,900 119,775 185,310

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

合　計 合　計

前年度末純資産残高

純行政コスト

財源

一般会計等 全体

固定資産の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

内部取引

その他

本年度差額

連結

合　計

比例連結割合変更に伴う差額

Ⅲ 全体・連結純資産変動計算書 
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◇ 資金収支計算書の 「一般会計等」と「全体」の比較 

「一般会計等資金収支計算書」と、「全体資金収支計算書」を比較すると、下記の表のとおりとなりま

す。なお、「連結資金収支計算書」については、作成していません。 

 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比

人件費支出 7,694 19.4％ 8,404 13.5％

物件費等支出 9,182 23.1％ 10,794 17.3％

支払利息支出 321 0.8％ 514 0.8％

その他の支出（業務費用） 421 1.1％ 773 1.3％

補助金等支出 7,379 18.6％ 30,465 48.9％

社会保障給付支出 10,308 25.9％ 10,330 16.6％

他会計への繰出支出 4,347 10.9％ 882 1.4％

その他の支出（移転費用） 95 0.2％ 99 0.2％

業務支出　合計 39,748 100.0％ 62,261 100.0％

税収等収入 29,393 69.9％ 37,729 57.0％

国県等補助金収入 11,451 27.2％ 24,036 36.3％

使用料及び手数料収入 651 1.6％ 3,597 5.4％

その他の収入 564 1.3％ 879 1.3％

業務収入　合計 42,059 100.0％ 66,241 100.0％

162 - 174 -

12 - 26 -

2 ,161 - 3 ,832 -

公共施設等整備費支出 3,217 57.7％ 4,650 63.7％

基金積立金支出 1,684 30.2％ 1,978 27.1％

投資及び出資金支出 - - - -

貸付金支出 674 12.1％ 674 9.2％

投資活動支出　合計 5,575 100.0％ 7,302 100.0％

国県等補助金収入 687 23.5％ 927 28.6％

基金取崩収入 305 10.4％ 384 11.8％

貸付金元金回収収入 674 23.1％ 674 20.8％

資産売却収入 1,256 43.0％ 1,256 38.8％

投資活動収入　合計 2,922 100.0％ 3,241 100.0％

△ 2 ,653 - △ 4,061 -

地方債等償還支出 4,221 99.8％ 4,923 99.8％

その他の支出 10 0.2％ 10 0.2％

財務活動支出　合計 4,231 100.0％ 4,933 100.0％

地方債等発行収入 4,774 100.0％ 5,227 100.0％

その他の収入 - - 2 0.0％

財務活動収入　合計 4,774 100.0％ 5,228 100.0％

542 - 295 -

50 - 66 -

2,208 - 5,053 -

2 ,258 - 5 ,119 -

1,168 - 1,168 -

△ 968 - △ 968 -

199 - 199 -

2 ,458 - 5 ,318 -

前年度末資金残高

投資活動収支

臨時支出　合計

臨時収入　合計

業務活動収支

投
資
活
動
支
出

投
資
活
動
収
入

業
務
収
入

業
務
支
出

本年度末資金残高

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

財務
活動
支出

財務
活動
収入

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

財務活動収支

本年度資金収支額

一般会計等 全体

Ⅳ 全体資金収支計算書 
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【前年度比較（全体）】 

  

（単位：百万円）

30年度 29年度 増減

人件費支出 8,404 8,404 0

物件費等支出 10,794 11,746 △ 952

支払利息支出 514 590 △ 76

その他の支出（業務費用） 773 657 116

補助金等支出 30,465 32,379 △ 1,914

社会保障給付支出 10,330 10,177 153

他会計への繰出支出 882 924 △ 42

その他の支出（移転費用） 99 108 △ 9

業務支出　合計 62,261 64,985 △ 2,724

税収等収入 37,729 44,644 △ 6,915

国県等補助金収入 24,036 19,639 4,397

使用料及び手数料収入 3,597 3,559 38

その他の収入 879 807 72

業務収入　合計 66,241 68,649 △ 2,408

174 80 94

26 7 19

3 ,832 3 ,591 241

公共施設等整備費支出 4,650 5,931 △ 1,281

基金積立金支出 1,978 487 1,491

投資及び出資金支出 - - -

貸付金支出 674 688 △ 14

投資活動支出　合計 7,302 7,106 196

国県等補助金収入 927 1,800 △ 873

基金取崩収入 384 1,515 △ 1,131

貸付金元金回収収入 674 696 △ 22

資産売却収入 1,256 134 1,122

投資活動収入　合計 3,241 4,146 △ 905

△ 4 ,061 △ 2 ,960 △ 1 ,101

地方債等償還支出 4,923 5,524 △ 601

その他の支出 10 10 0

財務活動支出　合計 4,933 5,534 △ 601

地方債等発行収入 5,227 5,680 △ 453

その他の収入 2 4 △ 2

財務活動収入　合計 5,228 5,684 △ 456

295 150 145

66 781 △ 715

5,053 4,272 781

5 ,119 5 ,053 66

1,168 153 1,015

△ 968 1,015 △ 1,983

199 1,168 △ 969

5 ,318 6 ,221 △ 903本年度末現金預金残高

全体

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

投資活動収支

財務
活動
支出

財務
活動
収入

財務活動収支

本年度資金収支額

臨時支出　合計

臨時収入　合計

業務活動収支

投
資
活
動
支
出

投
資
活
動
収
入

業
務
支
出

業
務
収
入
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一般会計等財務書類 
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（単位：百万円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 142,520 固定負債 49,968

有形固定資産 134,615 地方債 41,842

事業用資産 68,042 長期未払金 33

土地 32,265 退職手当引当金 8,041

立木竹 2 損失補償等引当金 -

建物 78,563 その他 51

建物減価償却累計額 △ 44,782 流動負債 4,739

工作物 2,497 １年内償還予定地方債 3,971

工作物減価償却累計額 △ 1,544 未払金 3

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 556

航空機 - 預り金 199

航空機減価償却累計額 - その他 10

その他 - 54,707

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 1,041 固定資産等形成分 145,618

インフラ資産 66,171 余剰分（不足分） △ 52,136

土地 26,076

建物 7,708

建物減価償却累計額 △ 4,776

工作物 75,202

工作物減価償却累計額 △ 38,164

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 125

物品 3,356

物品減価償却累計額 △ 2,953

無形固定資産 232

ソフトウェア 231

その他 1

投資その他の資産 7,673

投資及び出資金 1,123

有価証券 190

出資金 933

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 421

長期貸付金 10

基金 6,230

減債基金 7

その他 6,223

その他 -

徴収不能引当金 △ 111

流動資産 5,669

現金預金 2,458

未収金 145

短期貸付金 1

基金 3,097

財政調整基金 3,097

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 31 93,482

148,190 148,190資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 43,008

業務費用 20,878

人件費 7,550

職員給与費 6,235

賞与等引当金繰入額 556

退職手当引当金繰入額 287

その他 472

物件費等 12,573

物件費 8,571

維持補修費 611

減価償却費 3,391

その他 0

その他の業務費用 755

支払利息 321

徴収不能引当金繰入額 -

その他 434

移転費用 22,130

補助金等 7,379

社会保障給付 10,308

他会計への繰出金 4,347

その他 95

経常収益 1,232

使用料及び手数料 650

その他 582

純経常行政コスト 41,776

臨時損失 179

災害復旧事業費 22

資産除売却損 156

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 0

臨時利益 67

資産売却益 67

その他 -

純行政コスト 41,888

一般会計等行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 93,794 145,646 △ 51,852

純行政コスト（△） △ 41,888 △ 41,888

財源 41,561 41,561

税収等 29,411 29,411

国県等補助金 12,149 12,149

本年度差額 △ 327 △ 327

固定資産の変動（内部変動） △ 43 43

有形固定資産等の増加 3,159 △ 3,159

有形固定資産等の減少 △ 3,463 3,463

貸付金・基金等の増加 2,378 △ 2,378

貸付金・基金等の減少 △ 2,118 2,118

資産評価差額 - -

無償所管換等 16 16

内部取引 - -

その他 0 0

本年度純資産変動額 △ 312 △ 28 △ 284

一般財源等充当調整額 - -

本年度末純資産残高 93,482 145,618 △ 52,136

一般会計等純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



 31 

 

（単位：百万円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 39,748

業務費用支出 17,619

人件費支出 7,694

物件費等支出 9,182

支払利息支出 321

その他の支出 421

移転費用支出 22,130

補助金等支出 7,379

社会保障給付支出 10,308

他会計への繰出支出 4,347

その他の支出 95

業務収入 42,059

税収等収入 29,393

国県等補助金収入 11,451

使用料及び手数料収入 651

その他の収入 564

臨時支出 162

災害復旧事業費支出 22

その他の支出 140

臨時収入 12

業務活動収支 2,161

【投資活動収支】

投資活動支出 5,575

公共施設等整備費支出 3,217

基金積立金支出 1,684

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 674

その他の支出 -

投資活動収入 2,922

国県等補助金収入 687

基金取崩収入 305

貸付金元金回収収入 674

資産売却収入 1,256

その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,653

【財務活動収支】

財務活動支出 4,231

地方債償還支出 4,221

その他の支出 10

財務活動収入 4,774

地方債発行収入 4,774

その他の収入 -

財務活動収支 542

本年度資金収支額 50

一般財源等充当調整額 -

前年度末資金残高 2,208

本年度末資金残高 2,258

前年度末歳計外現金残高 1,168

本年度歳計外現金増減額 △ 968

本年度末歳計外現金残高 199

本年度末現金預金残高 2,458

一般会計等資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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 一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

扇町土地区画整理事業特別会計 

② 一般会計等の対象範囲のうち、扇町土地区画整理事業特別会計の宅地造成にかかる事業について

は、普通会計の対象範囲には含まれません。 

 

（２）作成基準日 

平成 30年度を対象年度とし、平成 31年３月 31 日を基準日として作成しています。 

なお、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって基準日の計数としています。 

 

（３）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 

（４）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格として

います。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合

は、実質価額としています。 

 

（５）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累

計額の項目をもって表示しています（間接法）。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額

を当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 
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（６）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会計年度の期

間に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率に基づいて算出した額としてい

ます。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体健全化法上、将来負担比率

の算定に含めた将来負担額としています。 

⑤ 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質価額

が 30％以上低下した場合は、実質価額と取得価額との差額としています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円以下 

の取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（８）資金収支計算書における資金の範囲 

歳計現金としています。 

ただし、歳計外現金については、資金収支計算書の欄外注記として表示するものとしています。 

なお、歳計現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

ています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

金額が 50万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当する変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

 他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

会津若松地方土地開発公社   ４，４７０百万円 ４，４７０百万円 

計   ４，４７０百万円 ４，４７０百万円 
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５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率       なし 

連結実質赤字比率     なし 

実質公債費比率      6.2％ 

将来負担比率      28.0％ 

③ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  120百万円 

④ 繰越事業に係る将来の支出予定額  1,621百万円 

⑤ 過年度修正等に関する事項 

該当する事項はありません。 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却が決定している、または、近い将来売却が予定されている普通財産の土地及び建物 

イ 内訳  なし 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額  45,271百万円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模                     28,240百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額   3,966百万円 

将来負担額                      63,594百万円 

充当可能基金額                    10,350百万円 

特定財源見込額                     1,172百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     45,271百万円 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く）           2,482百万円 

投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） △1,274百万円 

基礎的財政収支                     1,208百万円 

 

② 既存の決算情報との関連性 
 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 ５１，５８８百万円 ４９，４２９百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 ３８７百万円 ２８７百万円 

資金収支計算書 ５１，９７５百万円 ４９，７１６百万円 

地方自治法第 233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対

し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算

書は一部の特別会計（扇町土地区画整理事業特別会計）の分だけ相違します。 
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③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支            2,161百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入    687百万円 

未収債権額の増加            28百万円 

未収債権額の減少             △16百万円 

未払債務額の増加           △3百万円 

未払債務額の減少            2百万円 

減価償却費            △3,391百万円 

賞与等引当金取崩額          536百万円 

賞与等引当金繰入額         △556百万円 

退職手当引当金取崩額         451百万円 

退職手当引当金繰入額        △287百万円 

徴収不能引当金取崩額          10百万円 

資産売却益               67百万円 

資産除売却損             △17百万円 

純資産変動計算書の本年度差額     △327百万円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    5,800百万円 

一時借入金に係る利子額    0百万円 

⑤ 重要な非資金取引 

該当する重要な非資金取引はありません。 
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,
9
4
3

1
,
5
2
1
,
1
4
6

3
3
,
7
8
0
,
5
8
3

工
作
物

2
,
4
1
5
,
5
0
2

8
1
,
7
9
4

-
2
,
4
9
7
,
2
9
7

1
,
5
4
3
,
5
1
2

5
9
,
8
7
9

9
5
3
,
7
8
4

船
舶

-
-

-
-

-
-

-

浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-

航
空
機

-
-

-
-

-
-

-

そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-

建
設
仮
勘
定

1
,
0
3
9
,
8
2
7

2
,
2
3
2
,
2
5
9

2
,
2
3
1
,
3
3
3

1
,
0
4
0
,
7
5
3

-
-

1
,
0
4
0
,
7
5
3

イ
ン
フ
ラ
資
産

1
0
8
,
2
5
6
,
8
8
6

1
,
6
8
3
,
1
9
2

8
2
9
,
2
2
4

1
0
9
,
1
1
0
,
8
5
5

4
2
,
9
4
0
,
1
9
5

1
,
6
5
4
,
4
7
9

6
6
,
1
7
0
,
6
6
0

土
地

2
6
,
0
1
8
,
6
5
8

6
0
,
3
4
4

3
,
0
1
4

2
6
,
0
7
5
,
9
8
8

-
-

2
6
,
0
7
5
,
9
8
8

建
物

7
,
7
0
8
,
4
9
7

-
1
7
8

7
,
7
0
8
,
3
1
9

4
,
7
7
6
,
2
1
2

1
5
1
,
8
2
1

2
,
9
3
2
,
1
0
8

工
作
物

7
4
,
4
1
7
,
8
2
2

7
8
3
,
9
1
9

-
7
5
,
2
0
1
,
7
4
2

3
8
,
1
6
3
,
9
8
4

1
,
5
0
2
,
6
5
8

3
7
,
0
3
7
,
7
5
8

そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-

建
設
仮
勘
定

1
1
1
,
9
0
9

8
3
8
,
9
2
9

8
2
6
,
0
3
2

1
2
4
,
8
0
6

-
-

1
2
4
,
8
0
6

物
品

3
,
3
6
5
,
8
1
6

5
5
,
8
5
5

6
5
,
9
7
5

3
,
3
5
5
,
6
9
7

2
,
9
5
3
,
2
1
0

7
2
,
7
4
2

4
0
2
,
4
8
6

2
2
3
,
9
8
8
,
1
2
8

6
,
7
9
3
,
6
9
8

3
,
9
4
7
,
8
5
5

2
2
6
,
8
3
3
,
9
7
1

9
2
,
2
1
8
,
8
6
1

3
,
3
0
8
,
2
4
5

1
3
4
,
6
1
5
,
1
1
0

①
有

形
固

定
資

産
の

明
細

平
成

３
１

年
　

３
月

３
１

日
現

在

区
　
　
　
　
　
　
　
分

合
計

決
算
対
象
年
度
：
 
平
成
3
0
年
度

会
計
　
　
　
　
：
 
一
般
会
計
等
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（
単
位
：
千
円
）

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防

総
務

警
察

そ
の
他

合
計

事
業
用
資
産

1
3
,
7
7
7
,
3
0
0

3
7
,
4
5
0
,
2
7
4

1
,
8
4
3
,
3
9
7

2
,
0
4
6
,
1
6
9

3
,
0
5
6
,
4
4
2

2
0
1
,
1
5
8

9
,
6
6
7
,
2
2
4

-
-

6
8
,
0
4
1
,
9
6
4

土
地

7
,
8
0
9
,
6
2
0

1
5
,
3
0
3
,
9
7
4

9
3
5
,
3
7
2

8
3
7
,
2
7
9

1
,
9
1
1
,
4
6
4

7
8
,
2
8
5

5
,
3
8
8
,
6
7
8

-
-

3
2
,
2
6
4
,
6
7
2

立
木
竹

-
-

-
-

-
-

2
,
1
7
3

-
-

2
,
1
7
3

建
物

5
,
7
3
7
,
5
0
9

2
0
,
4
4
3
,
1
2
9

8
8
7
,
8
4
2

1
,
2
0
8
,
8
9
0

1
,
1
3
4
,
0
2
7

1
1
7
,
8
5
6

4
,
2
5
1
,
3
2
9

-
-

3
3
,
7
8
0
,
5
8
3

工
作
物

6
7
,
6
0
9

8
2
4
,
9
7
9

2
0
,
1
8
3

-
1
0
,
9
5
1

5
,
0
1
7

2
5
,
0
4
5

-
-

9
5
3
,
7
8
4

船
舶

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

航
空
機

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

建
設
仮
勘
定

1
6
2
,
5
6
1

8
7
8
,
1
9
2

-
-

-
-

-
-

-
1
,
0
4
0
,
7
5
3

イ
ン
フ
ラ
資
産

5
8
,
6
3
5
,
2
5
1

2
5
,
9
8
1

-
5
4

7
,
4
9
2
,
3
1
1

1
7
,
0
6
2

-
-

-
6
6
,
1
7
0
,
6
6
0

土
地

2
5
,
9
7
5
,
6
6
3

-
-

5
4

9
7
,
8
3
2

2
,
4
3
9

-
-

-
2
6
,
0
7
5
,
9
8
8

建
物

2
,
9
0
6
,
5
4
0

2
5
,
0
1
7

-
-

-
5
5
2

-
-

-
2
,
9
3
2
,
1
0
8

工
作
物

2
9
,
6
2
9
,
5
7
4

9
6
4

-
-

7
,
3
9
3
,
1
4
8

1
4
,
0
7
2

-
-

-
3
7
,
0
3
7
,
7
5
8

そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

建
設
仮
勘
定

1
2
3
,
4
7
5

-
-

-
1
,
3
3
2

-
-

-
-

1
2
4
,
8
0
6

物
品

5
2
,
8
2
6

1
9
7
,
6
9
6

1
0
,
4
0
5

4
,
0
1
2

8
,
7
4
9

1
1
2
,
6
7
6

1
6
,
1
2
2

-
-

4
0
2
,
4
8
6

7
2
,
4
6
5
,
3
7
8

3
7
,
6
7
3
,
9
5
1

1
,
8
5
3
,
8
0
2

2
,
0
5
0
,
2
3
6

1
0
,
5
5
7
,
5
0
2

3
3
0
,
8
9
6

9
,
6
8
3
,
3
4
6

-
-

1
3
4
,
6
1
5
,
1
1
0

区
　
　
　
　
　
分

合
計

決
算
対
象
年
度
：
 
平
成
3
0
年
度

会
計
　
　
　
　
：
 
一
般
会
計
等

②
有

形
固

定
資

産
の

行
政

目
的

別
明

細

平
成

３
１

年
　

３
月

３
１

日
現

在
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③

投
資

及
び

出
資

金
の

明
細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
（
A

）
時

価
単

価
（
B

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A

）
×

（
B

)
（
C

)
取

得
単

価
（
D

)

取
得

原
価

（
A

）
×

（
D

)
（
E
)

評
価

差
額

（
C

）
－

（
E
)

（
F
)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

合
計

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H

)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

ま
ち

づ
く

り
会

津
2
9
,1

5
0

2
9
,1

5
0

会
津

若
松

地
方

水
道

用
水

供
給

事
業

出
資

金
4
4
8
,2

0
2

4
4
8
,2

0
2

公
益

財
団

法
人

会
津

若
松

文
化

振
興

財
団

出
損

金
2
1
0
,0

0
0

2
1
0
,0

0
0

一
般

財
団

法
人

会
津

若
松

市
勤

労
者

福
祉

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

出
損

金
3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

会
津

若
松

地
方

土
地

開
発

公
社

出
資

金
4
,1

5
0

4
,1

5
0

公
益

財
団

法
人

会
津

地
域

教
育

・
学

術
振

興
財

団
出

捐
金

8
1
,5

8
0

8
1
,5

8
0

合
計

8
0
3
,0

8
2

8
0
3
,0

8
2

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

福
島

中
央

テ
レ

ビ
1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

野
岩

鉄
道

株
式

会
社

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

会
津

鉄
道

株
式

会
社

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

株
式

会
社

福
島

県
食

肉
流

通
セ

ン
タ

ー
4
,2

7
0

4
,2

7
0

4
,2

7
0

株
式

会
社

エ
フ

エ
ム

会
津

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

株
式

会
社

東
京

電
力

出
資

金
1

1
1

会
津

磐
梯

カ
ン

ト
リ

ー
ク

ラ
ブ

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

株
式

会
社

ラ
ジ

オ
福

島
5
0

5
0

5
0

ナ
リ

会
津

カ
ン

ト
リ

ー
ク

ラ
ブ

預
り

保
証

金
1
5
2

1
5
2

1
5
2

福
島

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

出
資

金
3
,9

5
0

3
,9

5
0

3
,9

5
0

公
益

社
団

法
人

ふ
く

し
ま

緑
の

森
づ

く
り

公
社

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

会
津

若
松

地
方

森
林

組
合

出
資

金
8
,8

1
1

8
,8

1
1

8
,8

1
1

公
益

社
団

法
人

福
島

県
畜

産
振

興
協

会
出

資
金

3
0
0

3
0
0

3
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
出

資
金

6
6

6
6

6
6

公
益

社
団

法
人

福
島

県
私

学
振

興
会

出
資

金
1
,4

4
0

1
,4

4
0

1
,4

4
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
総

合
社

会
福

祉
基

金
出

資
金

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

福
島

県
予

防
接

種
事

業
振

興
基

金
出

資
金

6
9
0

6
9
0

6
9
0

福
島

県
農

業
信

用
基

金
協

会
出

捐
金

3
,4

4
0

3
,4

4
0

3
,4

4
0

福
島

県
信

用
保

証
協

会
出

捐
金

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
青

少
年

会
館

出
捐

金
1
9
5

1
9
5

1
9
5

一
般

財
団

法
人

ふ
く

し
ま

市
町

村
支

援
機

構
出

捐
金

5
5
5

5
5
5

5
5
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
文

化
振

興
財

団
出

捐
金

5
,6

0
2

5
,6

0
2

5
,6

0
2

一
般

財
団

法
人

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
整

備
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
臓

器
移

植
推

進
財

団
出

捐
金

2
8
5

2
8
5

2
8
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

3
,3

0
5

3
,3

0
5

3
,3

0
5

一
般

財
団

法
人

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

出
捐

金
1
0
0

1
0
0

1
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
き

の
こ

振
興

セ
ン

タ
ー

出
捐

金
4
,2

0
0

4
,2

0
0

4
,2

0
0

社
会

福
祉

法
人

会
津

療
育

会
出

捐
金

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

一
般

財
団

法
人

ふ
く

し
ま

建
築

住
宅

セ
ン

タ
ー

出
捐

金
5
0
0

5
0
0

5
0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

出
資

金
1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

合
計

3
1
9
,9

0
9

3
1
9
,9

0
9

3
1
9
,9

0
9
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

財
政

調
整

基
金

3
,0

9
6,

8
4
2

3
,0

9
6,

8
4
2

3
,0

9
6
,8

4
2

減
債

基
金

6
,6

3
7

6
,6

3
7

6
,6

3
7

庁
舎

整
備

基
金

4
,1

9
8,

5
2
9

4
,1

9
8,

5
2
9

4
,1

9
8
,5

2
9

国
際

的
ふ

る
さ

と
会

津
創

生
基

金
2
4
8,

0
5
9

2
4
8,

0
5
9

2
4
8
,0

5
9

奨
学

資
金

給
与

基
金

2
2
,6

1
1

2
2
,6

1
1

2
2
,6

1
1

社
会

福
祉

基
金

5
5
,3

5
6

5
5
,3

5
6

5
5
,3

5
6

郷
土

研
究

奨
励

基
金

1
0
,0

7
5

1
0
,0

7
5

1
0
,0

7
5

遠
藤

惠
也

図
書

購
入

基
金

1
0
,0

1
4

1
0
,0

1
4

1
0
,0

1
4

院
内

御
廟

整
備

基
金

1
0
,0

3
0

1
0
,0

3
0

1
0
,0

3
0

ふ
る

さ
と

・
水

と
土

保
全

基
金

64
4

64
4

6
4
4

河
東

地
域

ふ
る

さ
と

創
生

基
金

1
1
,6

9
9

1
1
,6

9
9

1
1
,6

9
9

板
橋

好
雄

奨
学

資
金

貸
与

基
金

4
,3

3
0

7
,5

5
7

1
1
,8

8
7

1
1
,8

8
7

公
共

施
設

維
持

整
備

等
基

金
4
3
6,

5
7
0

4
3
6,

5
7
0

4
3
6
,5

7
0

ふ
る

さ
と

寄
附

金
基

金
1
8
,5

8
6

1
8
,5

8
6

1
8
,5

8
6

子
ど

も
未

来
基

金
3
6
,5

0
2

3
6
,5

0
2

3
6
,5

0
2

ま
ち

の
拠

点
整

備
等

基
金

1
,1

5
2,

8
9
4

1
,1

5
2,

8
9
4

1
,1

5
2
,8

9
4

合
計

9
,3

1
9,

3
7
8

-
-

7
,5

5
7

9
,3

2
6,

9
3
5

9
,3

2
6,

9
3
5

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金

計
上

額
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額

　
　

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
1
0,

0
20

-
1
,2

81
-

1
1,

3
01

合
計

1
0,

0
20

-
1
,2

81
-

1
1,

3
01

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

個
人

住
民

税
7
0
,1

9
2

6
,3

3
7

個
人

住
民

税
4
8
,8

4
4

4
,4

1
0

法
人

住
民

税
6
,2

1
4

1
,7

9
9

法
人

住
民

税
3
,2

6
8

94
6

固
定

資
産

税
2
2
2,

3
8
2

6
7
,1

8
6

固
定

資
産

税
6
4
,9

7
0

1
9
,6

2
9

軽
自

動
車

税
5
,9

1
3

1
,4

1
0

軽
自

動
車

税
3
,0

9
8

73
9

入
湯

税
14

3
-

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,5

4
5

6
分

担
金

及
び

負
担

金
4
,6

9
6

18
8

使
用

料
及

び
手

数
料

2
4
,2

3
6

1
,2

4
8

使
用

料
及

び
手

数
料

6
,1

6
4

59
4

財
産

収
入

80
-

財
産

収
入

36
7

-

諸
収

入
8
9
,4

9
1

3
3
,2

2
7

諸
収

入
1
3
,3

3
0

4
,5

6
3

合
計

4
2
1,

0
5
2

1
1
1,

2
1
3

合
計

1
4
4,

8
8
0

3
1
,0

6
8
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

2
,6

4
2,

3
6
7

3
2
1,

3
7
6

2
,0

6
8,

4
5
0

3
4
1,

5
4
4

1
2
9,

8
5
0

5
0
,3

2
3

-
-

-
5
2
,2

0
0

　
　

公
営

住
宅

建
設

1
,6

3
5,

8
4
6

1
7
2,

2
7
3

7
4
0,

6
2
6

7
0
6,

5
7
5

8
2
,0

4
5

1
0
6,

6
0
0

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

3
3
,2

6
8

5
,7

0
6

3
3
,2

6
8

-
-

-
-

-
-

-

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
3
,1

3
2,

5
4
7

2
7
0,

8
6
9

2
,0

0
2,

3
1
9

2
5
3,

3
0
0

3
3
7,

6
1
3

5
3
9,

3
1
5

-
-

-
-

　
　

一
般

単
独

事
業

1
4
,0

9
1,

6
0
0

1
,2

0
7,

5
0
6

2
4
1,

0
6
6

1
1
,1

9
5,

4
4
2

4
3
7,

7
8
8

3
9
1,

8
8
0

-
-

-
1
,8

2
5,

4
2
4

　
　

そ
の

他
3
,2

7
3,

4
7
9

3
6
2,

3
0
3

1
9
6,

1
5
0

8
9
1,

1
0
2

3
,6

9
1

-
-

-
-

2
,1

8
2,

5
3
6

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
2
0
,5

4
9,

3
6
4

1
,5

2
8,

9
8
8

1
2
,5

8
2,

5
1
2

7
,8

3
4,

5
3
8

4
9
,0

3
8

8
3
,2

7
6

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

3
9
0,

2
8
2

9
2
,1

9
0

3
9
0,

2
8
2

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
6
4
,5

6
7

9
,6

2
2

-
-

-
2
1
,1

0
0

-
-

-
4
3
,4

6
7

合
計

4
5
,8

1
3,

3
2
0

3
,9

7
0,

8
3
3

1
8
,2

5
4,

6
7
4

2
1
,2

2
2,

5
0
2

1
,0

4
0,

0
2
4

1
,1

9
2,

4
9
4

-
-

-
4
,1

0
3,

6
2
6

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体

金
融

機
構

市
中

銀
行

そ
の

他
の

金
融

機
関
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②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

4
5
,8

1
3
,3

2
0

4
0
,5

8
6
,1

9
8

4
,3

1
5
,5

8
9

6
3
5
,9

4
0

9
8
,8

5
9

1
0
1
,1

2
1

3
6
,5

5
3

3
9
,0

6
1

0
.6

2
%

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

4
5
,8

1
3
,3

2
0

3
,9

7
0
,8

3
3

3
,9

6
5
,6

2
7

4
,0

3
0
,9

7
0

4
,0

6
7
,5

8
7

3
,7

9
7
,4

3
6

1
4
,9

8
6
,4

5
5

8
,0

6
4
,5

0
2

2
,4

1
1
,3

3
2

5
1
8
,5

7
8

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（
単

位
：
千

円
）

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.5

％
以

下
1
.5

％
超

2
.0

％
以

下
2
.0

％
超

2
.5

％
以

下
2
.5

％
超

3
.0

％
以

下
3
.0

％
超

3
.5

％
以

下

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

５
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
1
7
3
,3

5
0

-
2
1
,2

7
4

9
,7

9
5

1
4
2
,2

8
1

投
資

損
失

引
当

金
-

-
-

-
-

退
職

手
当

引
当

金
8
,2

0
5
,1

6
4

2
8
6
,9

1
5

4
5
0
,5

8
7

-
8
,0

4
1
,4

9
2

損
失

補
償

等
引

当
金

-
-

-
-

-

賞
与

等
引

当
金

5
3
6
,3

1
3

5
5
5
,9

9
6

5
3
6
,3

1
3

-
5
5
5
,9

9
6

合
計

8
,9

1
4
,8

2
7

8
4
2
,9

1
1

1
,0

0
8
,1

7
4

9
,7

9
5

8
,7

3
9
,7

6
9

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：千

円
）

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

避
難

路
沿

道
建

築
物

耐
震

改
修

支
援

事
業

補
助

金
株

式
会

社
　

リ
オ

ン
・
ド

ー
ル

ビ
ズ

2
6
1,

6
6
0

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全

保
育

所
等

整
備

交
付

金
学

校
法

人
慈

光
学

園
　

他
2
5
0,

9
8
2

福
祉

給
水

施
設

等
整

備
費

補
助

金
笹

山
原

水
道

組
合

　
他

2
0
9,

3
3
6

環
境

衛
生

認
定

こ
ど

も
園

施
設

整
備

交
付

金
学

校
法

人
慈

光
学

園
　

他
1
7
2,

1
9
3

福
祉

枝
雪

零
苑

建
設

事
業

補
助

金
社

会
福

祉
法

人
　

温
知

福
祉

会
4
6
,2

9
0

福
祉

農
業

機
械

施
設

等
導

入
支

援
事

業
補

助
金

農
事

組
合

法
人

　
会

津
ひ

ら
つ

か
農

園
　

他
2
7
,9

2
0

産
業

振
興

日
橋

川
橋

橋
梁

補
修

工
事

負
担

金
磐

梯
町

2
4
,2

9
5

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全

堰
場

地
区

県
営

農
業

競
争

力
強

化
基

盤
整

備
事

業
負

担
金

福
島

県
会

津
農

林
事

務
所

長
2
2
,5

2
9

産
業

振
興

絆
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
桜

ケ
岡

福
祉

会
2
2
,0

6
2

福
祉

会
津

敬
愛

苑
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
千

桜
会

1
8
,2

0
2

福
祉

そ
の

他
1
5
9,

5
9
3

計
1
,2

1
5,

0
6
3

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

消
防

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

1
,5

6
0,

1
5
8

消
防

後
期

高
齢

者
医

療
療

養
給

付
費

負
担

金
福

島
県

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
1
,1

5
3,

8
3
9

福
祉

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

衛
生

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

9
2
7,

9
9
5

環
境

衛
生

特
別

保
育

事
業

補
助

金
若

松
第

三
保

育
園

　
他

3
3
7,

3
8
6

福
祉

会
津

地
方

市
町

村
電

子
計

算
機

管
理

運
営

協
議

会
負

担
金

会
津

地
方

市
町

村
電

子
計

算
機

管
理

運
営

協
議

会
2
8
1,

0
6
7

総
務

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

赤
井

あ
す

な
ろ

会
　

他
2
0
9,

2
0
1

産
業

振
興

用
地

取
得

助
成

金
東

亜
電

気
工

業
　

株
式

会
社

9
3
,0

6
0

産
業

振
興

会
津

若
松

市
戊

辰
１

５
０

周
年

記
念

事
業

実
行

委
員

会
負

担
金

会
津

若
松

市
戊

辰
１

５
０

周
年

記
念

事
業

実
行

委
員

会
8
5
,2

2
1

産
業

振
興

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

負
担

金
会

津
若

松
地

方
広

域
市

町
村

圏
整

備
組

合
7
7
,6

6
0

総
務

会
津

ま
つ

り
協

会
負

担
金

会
津

ま
つ

り
協

会
7
3
,4

0
8

産
業

振
興

そ
の

他
1
,3

6
4,

6
7
0

計
6
,1

6
3,

6
6
6

7
,3

7
8,

7
2
9

区
分

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

そ
の

他
の

補
助

金
等

合
計



 46 
  

（
単

位
：

千
円

）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務
警

察
そ

の
他

合
計

経
常

費
用

5
,
1
7
6
,
7
6
8

4
,
4
8
4
,
8
5
2

2
0
,
0
4
3
,
9
9
3

3
,
3
7
1
,
2
7
2

2
,
6
7
7
,
6
2
3

1
,
7
5
6
,
5
5
0

5
,
4
9
6
,
5
1
1

-
-

4
3
,
0
0
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（単位：百万円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 175,802 固定負債 65,211

有形固定資産 165,186 地方債等 52,411
事業用資産 69,914 長期未払金 33

土地 33,808 退職手当引当金 8,502

立木竹 2 損失補償等引当金 -
建物 81,436 その他 4,264
建物減価償却累計額 △ 47,452 流動負債 6,341

工作物 2,632 １年内償還予定地方債等 4,656
工作物減価償却累計額 △ 1,553 未払金 573
船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 611
航空機 - 預り金 336
航空機減価償却累計額 - その他 164

その他 - 71,552
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,041 固定資産等形成分 178,900

インフラ資産 92,015 余剰分（不足分） △ 65,473
土地 26,227 他団体出資等分 -

建物 9,405

建物減価償却累計額 △ 5,255

工作物 119,831

工作物減価償却累計額 △ 58,561

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 369

物品 8,956

物品減価償却累計額 △ 5,698

無形固定資産 998

ソフトウェア 326

その他 672

投資その他の資産 9,618

投資及び出資金 1,153

有価証券 190

出資金 963

その他 -

長期延滞債権 1,074

長期貸付金 30

基金 7,615

減債基金 7

その他 7,609

その他 -

徴収不能引当金 △ 254

流動資産 9,177

現金預金 5,318

未収金 780

短期貸付金 1

基金 3,097

財政調整基金 3,097

減債基金 -

棚卸資産 27

その他 46

徴収不能引当金 △ 92

繰延資産 - 113,428

184,979 184,979資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 66,936

業務費用 25,160

人件費 8,287

職員給与費 6,846

賞与等引当金繰入額 608

退職手当引当金繰入額 312

その他 521

物件費等 15,520

物件費 10,137

維持補修費 684

減価償却費 4,698

その他 1

その他の業務費用 1,352

支払利息 514

徴収不能引当金繰入額 35

その他 804

移転費用 41,776

補助金等 30,465

社会保障給付 10,330

他会計への繰出金 882

その他 99

経常収益 4,455

使用料及び手数料 3,595

その他 859

純経常行政コスト 62,481

臨時損失 190

災害復旧事業費 22

資産除売却損 160

損失補償等引当金繰入額 -

その他 9

臨時利益 69

資産売却益 68

その他 1

純行政コスト 62,603

全体行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 113,300 179,224 △ 65,924 -

純行政コスト（△） △ 62,603 △ 62,603 -

財源 62,683 62,683 -

税収等 37,859 37,859 -

国県等補助金 24,824 24,824 -

本年度差額 80 80 -

固定資産の変動（内部変動） △ 385 385

有形固定資産等の増加 3,921 △ 3,921

有形固定資産等の減少 △ 4,795 4,795

貸付金・基金等の増加 2,689 △ 2,689

貸付金・基金等の減少 △ 2,199 2,199

資産評価差額 - -

無償所管換等 61 61

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 △ 14 △ 14

本年度純資産変動額 128 △ 324 451 -

本年度末純資産残高 113,428 178,900 △ 65,473 -

全体純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 62,261

業務費用支出 20,485

人件費支出 8,404

物件費等支出 10,794

支払利息支出 514

その他の支出 773

移転費用支出 41,776

補助金等支出 30,465

社会保障給付支出 10,330

他会計への繰出支出 882

その他の支出 99

業務収入 66,241

税収等収入 37,729

国県等補助金収入 24,036

使用料及び手数料収入 3,597

その他の収入 879

臨時支出 174

災害復旧事業費支出 22

その他の支出 151

臨時収入 26

業務活動収支 3,832

【投資活動収支】

投資活動支出 7,302

公共施設等整備費支出 4,650

基金積立金支出 1,978

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 674

その他の支出 -

投資活動収入 3,241

国県等補助金収入 927

基金取崩収入 384

貸付金元金回収収入 674

資産売却収入 1,256

その他の収入 -

投資活動収支 △ 4,061

【財務活動収支】

財務活動支出 4,933

地方債等償還支出 4,923

その他の支出 10

財務活動収入 5,228

地方債等発行収入 5,227

その他の収入 2

財務活動収支 295

本年度資金収支額 66

前年度末資金残高 5,053

本年度末資金残高 5,119

前年度末歳計外現金残高 1,168

本年度歳計外現金増減額 △ 968

本年度末歳計外現金残高 199

本年度末現金預金残高 5,318

全体資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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全体財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）対象範囲（対象とする会計名） 

① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計等 

水道事業会計 

国民健康保険特別会計 

観光施設事業特別会計 

地方卸売市場事業特別会計 

介護保険特別会計 

三本松地区宅地整備事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

② 地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に

向けた作業に着手しているもの（平成 29 年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用

するもの）については、全体財務書類の対象外としています。したがって、一般会計等における他

会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。 

  湊町簡易水道事業特別会計   企業債残高       8百万円 

                 他会計繰入金      3百万円 

西田面簡易水道事業特別会計  企業債残高       8百万円 

下水道事業特別会計      企業債残高     16,722百万円 

                 他会計繰入金     567百万円 

農業集落排水事業特別会計   企業債残高     2,066百万円 

                 他会計繰入金     195百万円 

個別生活排水事業特別会計   企業債残高     1,070百万円 

                 他会計繰入金     118百万円 

 

（２）作成基準日 

平成 30年度を対象年度とし、平成 31年３月 31 日を基準日として作成しています。 

また、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって基準日の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に

現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

  なお、水道事業会計においては、原則取得原価としています。 

 



 56 

（４）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格として

います。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合

は、実質価額としています。 

 

（５）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。また、水道事業会計の量水器は取替法

によっております。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累

計額の項目をもって表示しています（間接法）。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額

を当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会計年度の期

間に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率等に基づいて算出した額として

います。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体健全化法上、将来負担比率

の算定に含めた将来負担額としています。 

⑤ 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質価額

が 30％以上低下した場合は、実質価額と取得価額との差額としています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円以下 

の取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（８）資金収支計算書における資金の範囲 

歳計現金としています。 

ただし、歳計外現金については、資金収支計算書の欄外注記として表示するものとしています。 

なお、歳計現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。 
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２ 重要な会計方針の変更等 

該当する変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

 他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

会津若松地方土地開発公社   ４，４７０百万円 ４，４７０百万円 

計   ４，４７０百万円 ４，４７０百万円 

 

５ 追加情報 

（１）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（２）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却が決定している、または、近い将来売却が予定されている普通財産の土地及び建物 

イ 内訳 なし 
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,
4
4
4

3
7
,
6
7
3
,
9
5
1

1
,
8
5
5
,
1
3
0

2
,
0
5
0
,
2
3
6

1
2
,
4
8
0
,
2
6
6

3
3
0
,
8
9
6

9
,
6
8
3
,
3
4
6

-
-

1
6
5
,
1
8
6
,
2
6
8

区
　
　
　
　
　
分

合
計

決
算
対
象
年
度
：
 
平
成
3
0
年
度

会
計
　
　
　
　
：
 
全
体

②
有

形
固

定
資

産
の

行
政

目
的

別
明

細

平
成

３
１

年
　

３
月

３
１

日
現

在
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③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
（
A

）
時

価
単

価
（
B

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A

）
×

（
B

)
（
C

)
取

得
単

価
（
D

)

取
得

原
価

（
A

）
×

（
D

)
（
E
)

評
価

差
額

（
C

）
－

（
E
)

（
F
)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

合
計

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H

)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

ま
ち

づ
く

り
会

津
2
9
,1

5
0

2
9
,1

5
0

会
津

若
松

地
方

水
道

用
水

供
給

事
業

出
資

金
4
4
8
,2

0
2

4
4
8
,2

0
2

公
益

財
団

法
人

会
津

若
松

文
化

振
興

財
団

出
損

金
2
1
0
,0

0
0

2
1
0
,0

0
0

一
般

財
団

法
人

会
津

若
松

市
勤

労
者

福
祉

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

出
損

金
3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

会
津

若
松

地
方

土
地

開
発

公
社

出
資

金
4
,1

5
0

4
,1

5
0

公
益

財
団

法
人

会
津

地
域

教
育

・
学

術
振

興
財

団
出

捐
金

8
1
,5

8
0

8
1
,5

8
0

一
般

財
団

法
人

会
津

若
松

観
光

ビ
ュ

ー
ロ

ー
出

損
金

3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

合
計

8
3
3
,0

8
2

8
3
3
,0

8
2

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

福
島

中
央

テ
レ

ビ
1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

野
岩

鉄
道

株
式

会
社

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

会
津

鉄
道

株
式

会
社

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

株
式

会
社

福
島

県
食

肉
流

通
セ

ン
タ

ー
4
,2

7
0

4
,2

7
0

4
,2

7
0

株
式

会
社

エ
フ

エ
ム

会
津

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

株
式

会
社

東
京

電
力

出
資

金
1

1
1

会
津

磐
梯

カ
ン

ト
リ

ー
ク

ラ
ブ

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

株
式

会
社

ラ
ジ

オ
福

島
5
0

5
0

5
0

ナ
リ

会
津

カ
ン

ト
リ

ー
ク

ラ
ブ

預
り

保
証

金
1
5
2

1
5
2

1
5
2

福
島

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

出
資

金
3
,9

5
0

3
,9

5
0

3
,9

5
0

公
益

社
団

法
人

ふ
く

し
ま

緑
の

森
づ

く
り

公
社

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

会
津

若
松

地
方

森
林

組
合

出
資

金
8
,8

1
1

8
,8

1
1

8
,8

1
1

公
益

社
団

法
人

福
島

県
畜

産
振

興
協

会
出

資
金

3
0
0

3
0
0

3
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
出

資
金

6
6

6
6

6
6

公
益

社
団

法
人

福
島

県
私

学
振

興
会

出
資

金
1
,4

4
0

1
,4

4
0

1
,4

4
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
総

合
社

会
福

祉
基

金
出

資
金

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

福
島

県
予

防
接

種
事

業
振

興
基

金
出

資
金

6
9
0

6
9
0

6
9
0

福
島

県
農

業
信

用
基

金
協

会
出

捐
金

3
,4

4
0

3
,4

4
0

3
,4

4
0

福
島

県
信

用
保

証
協

会
出

捐
金

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
青

少
年

会
館

出
捐

金
1
9
5

1
9
5

1
9
5

一
般

財
団

法
人

ふ
く

し
ま

市
町

村
支

援
機

構
出

捐
金

5
5
5

5
5
5

5
5
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
文

化
振

興
財

団
出

捐
金

5
,6

0
2

5
,6

0
2

5
,6

0
2

一
般

財
団

法
人

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
整

備
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
臓

器
移

植
推

進
財

団
出

捐
金

2
8
5

2
8
5

2
8
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

3
,3

0
5

3
,3

0
5

3
,3

0
5

一
般

財
団

法
人

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

出
捐

金
1
0
0

1
0
0

1
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
き

の
こ

振
興

セ
ン

タ
ー

出
捐

金
4
,2

0
0

4
,2

0
0

4
,2

0
0

社
会

福
祉

法
人

会
津

療
育

会
出

捐
金

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

一
般

財
団

法
人

ふ
く

し
ま

建
築

住
宅

セ
ン

タ
ー

出
捐

金
5
0
0

5
0
0

5
0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

出
資

金
1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

合
計

3
1
9
,9

0
9

3
1
9
,9

0
9

3
1
9
,9

0
9
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④

基
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

財
政

調
整

基
金

3
,0

9
6,

8
4
2

3
,0

9
6,

8
4
2

3
,0

9
6
,8

4
2

減
債

基
金

6
,6

3
7

6
,6

3
7

6
,6

3
7

庁
舎

整
備

基
金

4
,1

9
8,

5
2
9

4
,1

9
8,

5
2
9

4
,1

9
8
,5

2
9

国
際

的
ふ

る
さ

と
会

津
創

生
基

金
2
4
8,

0
5
9

2
4
8,

0
5
9

2
4
8
,0

5
9

奨
学

資
金

給
与

基
金

2
2
,6

1
1

2
2
,6

1
1

2
2
,6

1
1

社
会

福
祉

基
金

5
5
,3

5
6

5
5
,3

5
6

5
5
,3

5
6

郷
土

研
究

奨
励

基
金

1
0
,0

7
5

1
0
,0

7
5

1
0
,0

7
5

遠
藤

惠
也

図
書

購
入

基
金

1
0
,0

1
4

1
0
,0

1
4

1
0
,0

1
4

院
内

御
廟

整
備

基
金

1
0
,0

3
0

1
0
,0

3
0

1
0
,0

3
0

ふ
る

さ
と

・
水

と
土

保
全

基
金

64
4

64
4

6
4
4

河
東

地
域

ふ
る

さ
と

創
生

基
金

1
1
,6

9
9

1
1
,6

9
9

1
1
,6

9
9

板
橋

好
雄

奨
学

資
金

貸
与

基
金

4
,3

3
0

7
,5

5
7

1
1
,8

8
7

1
1
,8

8
7

公
共

施
設

維
持

整
備

等
基

金
4
3
6,

5
7
0

4
3
6,

5
7
0

4
3
6
,5

7
0

ふ
る

さ
と

寄
附

金
基

金
1
8
,5

8
6

1
8
,5

8
6

1
8
,5

8
6

子
ど

も
未

来
基

金
3
6
,5

0
2

3
6
,5

0
2

3
6
,5

0
2

ま
ち

の
拠

点
整

備
等

基
金

1
,1

5
2,

8
9
4

1
,1

5
2,

8
9
4

1
,1

5
2
,8

9
4

国
民

健
康

保
険

準
備

金
2
9
3,

4
2
0

2
9
3,

4
2
0

2
9
3
,4

2
0

若
松

城
整

備
等

基
金

3
5
4,

8
0
5

3
5
4,

8
0
5

3
5
4
,8

0
5

介
護

給
付

費
準

備
基

金
7
3
7,

1
3
3

7
3
7,

1
3
3

7
3
7
,1

3
3

合
計

1
0
,7

0
4,

7
3
4

-
-

7
,5

5
7

1
0
,7

1
2,

2
9
1

1
0
,7

1
2,

2
9
1

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金

計
上

額
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
1
0,

0
20

-
1
,2

81
-

1
1,

3
01

支
払

基
金

積
立

金
（連

合
会

預
託

金
）

1
9,

8
43

-
-

-
1
9,

8
43

合
計

2
9,

8
63

-
1
,2

81
-

3
1,

1
44

相
手

先
名

ま
た

は
種

別

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

（
参

考
）

貸
付

金
計



 63 

  
⑥

長
期

延
滞

債
権

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

市
税

3
0
4,

7
0
1

7
6
,7

3
1

市
税

1
2
0,

3
2
4

2
5
,7

2
3

国
民

健
康

保
険

税
6
1
3,

4
4
4

1
1
5,

4
4
7

国
民

健
康

保
険

税
1
8
9,

8
1
1

3
6
,0

0
5

介
護

保
険

料
2
8
,4

2
1

2
1
,4

8
6

介
護

保
険

料
2
6
,6

1
2

2
0
,1

1
8

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

2
,2

2
8

55
5

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

5
,1

5
5

1
,2

8
4

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,5

4
5

6
分

担
金

及
び

負
担

金
4
,6

9
6

18
8

使
用

料
及

び
手

数
料

2
7
,0

0
1

3
,5

2
9

使
用

料
及

び
手

数
料

6
,1

6
4

59
4

財
産

収
入

80
-

財
産

収
入

36
7

-

諸
収

入
9
5
,1

0
1

3
5
,9

7
6

諸
収

入
1
4
,7

6
0

5
,1

4
9

給
水

収
益

3
7
7,

1
5
9

2
,5

9
7

そ
の

他
未

収
金

3
4
,5

7
1

-

合
計

1
,0

7
3,

5
2
0

2
5
3,

7
3
0

合
計

7
7
9,

6
1
8

9
1
,6

5
8
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

1
3
,8

3
9,

8
8
7

9
7
8,

9
0
0

5
,6

4
4,

5
9
4

7
,7

8
2,

1
6
0

3
1
0,

6
1
0

5
0
,3

2
3

-
-

-
5
2
,2

0
0

　
　

公
営

住
宅

建
設

1
,6

3
5,

8
4
6

1
7
2,

2
7
3

7
4
0,

6
2
6

7
0
6,

5
7
5

8
2
,0

4
5

1
0
6,

6
0
0

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

3
3
,2

6
8

5
,7

0
6

3
3
,2

6
8

-
-

-
-

-
-

-

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
3
,1

3
2,

5
4
7

2
7
0,

8
6
9

2
,0

0
2,

3
1
9

2
5
3,

3
0
0

3
3
7,

6
1
3

5
3
9,

3
1
5

-
-

-
-

　
　

一
般

単
独

事
業

1
4
,0

9
1,

6
0
0

1
,2

0
7,

5
0
6

2
4
1,

0
6
6

1
1
,1

9
5,

4
4
2

4
3
7,

7
8
8

3
9
1,

8
8
0

-
-

-
1
,8

2
5,

4
2
4

　
　

そ
の

他
3
,3

3
0,

0
0
6

3
9
0,

0
9
0

2
5
2,

6
7
7

8
9
1,

1
0
2

3
,6

9
1

-
-

-
-

2
,1

8
2,

5
3
6

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
2
0
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4
9,

3
6
4

1
,5

2
8,

9
8
8

1
2
,5

8
2,

5
1
2

7
,8

3
4,

5
3
8

4
9
,0

3
8

8
3
,2

7
6

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

3
9
0,

2
8
2

9
2
,1

9
0

3
9
0,

2
8
2

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
6
4
,5

6
7

9
,6

2
2

-
-

-
2
1
,1
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0

-
-

-
4
3
,4

6
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合
計

5
7
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6
7,

3
6
7

4
,6

5
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1
4
4

2
1
,8

8
7,

3
4
5

2
8
,6

6
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1
1
8

1
,2

2
0,

7
8
4

1
,1

9
2,

4
9
4

-
-

-
4
,1

0
3,

6
2
6

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体

金
融

機
構

市
中

銀
行

そ
の

他
の

金
融

機
関
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②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

5
7
,0

6
7
,3

6
7

4
5
,4

8
2
,6

3
9

7
,0

5
1
,6

1
5

3
,1

6
5
,8

7
2

3
3
4
,1

2
8

3
6
5
,7

7
2

2
5
9
,8

2
4

4
0
7
,5

1
6

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

5
7
,0

6
7
,3

6
7

4
,6

5
6
,1

4
4

4
,6

4
5
,4

2
2

4
,6

9
4
,9

8
9

4
,7

5
4
,9

1
8

4
,4

7
2
,4

8
1

1
7
,8

8
4
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2
0

9
,9

6
4
,8

1
0

3
,9

3
7
,4

8
8

2
,0

5
6
,8

9
4

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（
単

位
：
千

円
）

５
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.5

％
以

下
1
.5

％
超

2
.0

％
以

下
2
.0

％
超

2
.5

％
以

下
2
.5

％
超

3
.0

％
以

下
3
.0

％
超

3
.5

％
以

下
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
4
0
0
,5

4
1

3
4
,6

5
5

8
0
,0

1
2

9
,7

9
5

3
4
5
,3

8
8

投
資

損
失

引
当

金
-

-
-

-
-

退
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手
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当
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8
,6
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4
,1

8
2

3
1
2
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4
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4
,2

1
1

-
8
,5

0
2
,3
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損
失

補
償
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引

当
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-
-

-
-

-

賞
与

等
引

当
金

5
9
0
,1

7
0

6
1
0
,2

6
0

5
8
8
,9

5
0

1
3

6
1
1
,4

6
8

合
計

9
,6

6
4
,8

9
3

9
5
7
,3

1
4

1
,1

5
3
,1

7
3

9
,8

0
7

9
,4

5
9
,2

2
7

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２

．
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（単
位

：千
円

）

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

避
難

路
沿

道
建

築
物

耐
震

改
修

支
援

事
業

補
助

金
株

式
会

社
　

リ
オ

ン
・ド

ー
ル

ビ
ズ

26
1,

66
0

生
活

イ
ン

フ
ラ

・国
土

保
全

保
育

所
等

整
備

交
付

金
学

校
法

人
慈

光
学

園
　

他
25

0,
98

2
福

祉

給
水

施
設

等
整

備
費

補
助

金
笹

山
原

水
道

組
合

　
他

20
9,

33
6

環
境

衛
生

認
定

こ
ど

も
園

施
設

整
備

交
付

金
学

校
法

人
慈

光
学

園
　

他
17

2,
19

3
福

祉

枝
雪

零
苑

建
設

事
業

補
助

金
社

会
福

祉
法

人
　

温
知

福
祉

会
46

,2
90

福
祉

農
業

機
械

施
設

等
導

入
支

援
事

業
補

助
金

農
事

組
合

法
人

　
会

津
ひ

ら
つ

か
農

園
　

他
27

,9
20

産
業

振
興

日
橋

川
橋

橋
梁

補
修

工
事

負
担

金
磐

梯
町

24
,2

95
生

活
イ

ン
フ

ラ
・国

土
保

全

堰
場

地
区

県
営

農
業

競
争

力
強

化
基

盤
整

備
事

業
負

担
金

福
島

県
会

津
農

林
事

務
所

長
22

,5
29

産
業

振
興

絆
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
桜

ケ
岡

福
祉

会
22

,0
62

福
祉

会
津

敬
愛

苑
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
千

桜
会

18
,2

02
福

祉

そ
の

他
18

6,
58

7

計
1,

24
2,

05
7

保
険

給
付

費
福

島
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
7,

85
2,

93
5

福
祉

施
設

介
護

サ
ー

ビ
ス

給
付

費
福

島
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
4,

16
7,

34
7

福
祉

居
宅

介
護

サ
ー

ビ
ス

給
付

費
福

島
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
3,

94
3,

93
4

福
祉

国
民

健
康

保
険

事
業

費
納

付
金

福
島

県
2,

93
4,

20
7

福
祉

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

消
防

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

1,
56

0,
15

8
消

防

後
期

高
齢

者
医

療
療

養
給

付
費

負
担

金
福

島
県

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
1,

15
3,

83
9

福
祉

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

等
負

担
金

福
島

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

95
4,

43
8

福
祉

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

衛
生

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

92
7,

99
5

環
境

衛
生

地
域

密
着

型
介

護
サ

ー
ビ

ス
給

付
費

福
島

県
国

民
健

康
保

険
団

体
連

合
会

92
6,

26
2

福
祉

居
宅

介
護

サ
ー

ビ
ス

計
画

給
付

費
福

島
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
49

9,
13

5
福

祉

そ
の

他
4,

30
2,

21
6

計
29

,2
22

,4
66

30
,4

64
,5

23

区
分

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

そ
の

他
の

補
助

金
等

合
計
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（
単
位
：
千
円
）

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防

総
務

警
察

そ
の
他

合
計

経
常
費
用

8
,
0
5
9
,
0
7
9

4
,
4
8
4
,
8
5
2

4
1
,
0
0
7
,
2
7
9

3
,
3
5
3
,
6
3
9

2
,
7
9
2
,
7
1
4

1
,
7
4
4
,
6
1
9

5
,
4
9
3
,
5
2
9

-
-

6
6
,
9
3
5
,
7
1
1

業
務
費
用

7
,
0
1
6
,
6
1
0

4
,
2
9
4
,
5
5
7

5
,
4
6
7
,
8
9
0

2
,
0
3
8
,
6
1
5

1
,
4
6
4
,
3
9
5

1
4
0
,
8
7
6

4
,
7
3
6
,
7
5
7

-
-

2
5
,
1
5
9
,
7
0
0

人
件
費

1
,
0
8
1
,
7
5
9

1
,
0
6
5
,
7
6
8

1
,
5
9
8
,
2
6
3

4
9
4
,
0
8
2

7
1
2
,
2
5
8

4
1
,
9
9
2

3
,
2
9
3
,
2
8
1

-
-

8
,
2
8
7
,
4
0
3

職
員
給
与
費

1
,
0
0
8
,
5
1
3

1
,
0
1
4
,
6
8
0

1
,
4
6
8
,
5
9
6

4
9
2
,
3
7
4

6
9
0
,
5
0
0

-
2
,
1
7
1
,
0
9
1

-
-

6
,
8
4
5
,
7
5
4

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

2
7
,
6
6
1

-
3
0
,
4
1
8

-
4
8
2

-
5
4
9
,
4
9
3

-
-

6
0
8
,
0
5
3

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

2
5
,
4
8
5

-
-

-
-

-
2
8
6
,
9
1
5

-
-

3
1
2
,
3
9
9

そ
の
他

2
0
,
1
0
0

5
1
,
0
8
8

9
9
,
2
4
9

1
,
7
0
8

2
1
,
2
7
6

4
1
,
9
9
2

2
8
5
,
7
8
3

-
-

5
2
1
,
1
9
6

物
件
費
等

5
,
6
7
0
,
3
6
0

3
,
2
1
5
,
6
3
0

3
,
1
8
3
,
5
7
1

1
,
5
4
1
,
1
3
8

7
4
2
,
7
9
1

9
7
,
7
9
9

1
,
0
6
8
,
6
0
7

-
-

1
5
,
5
1
9
,
8
9
5

物
件
費

2
,
1
5
3
,
6
4
7

2
,
1
9
8
,
5
9
3

3
,
0
7
0
,
1
6
9

1
,
4
7
3
,
3
1
4

3
6
8
,
4
2
8

5
0
,
3
8
0

8
2
2
,
3
3
3

-
-

1
0
,
1
3
6
,
8
6
3

維
持
補
修
費

5
3
6
,
2
7
6

6
3
,
8
2
9

1
6
,
0
0
6

2
,
1
4
9

5
1
,
8
6
9

1
,
6
3
9

1
2
,
5
3
1

-
-

6
8
4
,
2
9
9

減
価
償
却
費

2
,
9
7
9
,
7
2
6

9
5
3
,
2
0
8

9
7
,
3
8
0

6
5
,
6
7
5

3
2
2
,
4
9
4

4
5
,
7
6
2

2
3
3
,
7
4
3

-
-

4
,
6
9
7
,
9
8
7

そ
の
他

7
1
1

-
1
6

-
-

1
8

-
-

-
7
4
6

そ
の
他
の
業
務
費
用

2
6
4
,
4
9
1

1
3
,
1
6
0

6
8
6
,
0
5
6

3
,
3
9
5

9
,
3
4
5

1
,
0
8
5

3
7
4
,
8
6
9

-
-

1
,
3
5
2
,
4
0
1

支
払
利
息

2
2
8
,
4
5
2

-
4
4
3

-
2
,
6
0
9

-
2
8
2
,
5
1
4

-
-

5
1
4
,
0
1
7

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

1
,
1
9
3

-
3
2
,
5
8
1

-
8
8
0

-
-

-
-

3
4
,
6
5
5

そ
の
他

3
4
,
8
4
6

1
3
,
1
6
0

6
5
3
,
0
3
2

3
,
3
9
5

5
,
8
5
6

1
,
0
8
5

9
2
,
3
5
6

-
-

8
0
3
,
7
2
9

移
転
費
用

1
,
0
4
2
,
4
6
9

1
9
0
,
2
9
5

3
5
,
5
3
9
,
3
8
9

1
,
3
1
5
,
0
2
3

1
,
3
2
8
,
3
2
0

1
,
6
0
3
,
7
4
4

7
5
6
,
7
7
2

-
-

4
1
,
7
7
6
,
0
1
1

補
助
金
等

3
9
0
,
5
1
1

7
7
,
8
1
0

2
5
,
3
2
8
,
0
8
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1
,
1
8
6
,
9
5
2
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,
1
3
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,
9
4
5
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,
6
0
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,
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3
7
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,
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-
-

3
0
,
4
6
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,
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社
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保
障
給
付

-
1
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,
3
0
9
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,
2
1
1
,
2
2
9
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,
8
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2

-
-

-
-

-
1
0
,
3
3
0
,
4
1
9

他
会
計
へ
の
繰
出
金

5
6
6
,
6
0
8

-
-

1
2
0
,
7
1
5

1
9
4
,
5
1
2

-
-

-
-

8
8
1
,
8
3
5

そ
の
他

8
5
,
3
5
0

1
7
6

7
1

4
7
4

1
,
8
6
2

8
0
7

1
0
,
4
9
4

-
-

9
9
,
2
3
4

経
常
収
益

3
,
5
7
9
,
5
9
5

5
9
,
8
1
2

2
5
7
,
1
7
3

1
4
5
,
9
7
6

2
0
9
,
7
9
4

2
,
9
4
7

1
9
9
,
3
2
3

-
-

4
,
4
5
4
,
6
1
9

使
用
料
及
び
手
数
料

3
,
2
9
8
,
5
0
3

1
3
,
3
0
4

4
,
4
3
4

1
0
9
,
3
6
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（単位：百万円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 182,060 固定負債 67,205

有形固定資産 170,107 地方債等 52,775
事業用資産 73,029 長期未払金 0

土地 34,146 退職手当引当金 9,425

立木竹 2 損失補償等引当金 -
建物 91,314 その他 5,005
建物減価償却累計額 △ 54,835 流動負債 6,652

工作物 4,226 １年内償還予定地方債等 4,717
工作物減価償却累計額 △ 2,957 未払金 686
船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 21
浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 707
航空機 - 預り金 351
航空機減価償却累計額 - その他 170

その他 6 73,857
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,126 固定資産等形成分 185,310

インフラ資産 93,453 余剰分（不足分） △ 65,719
土地 26,326 他団体出資等分 185

建物 9,929

建物減価償却累計額 △ 5,608

工作物 122,711

工作物減価償却累計額 △ 60,274

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 369

物品 10,883

物品減価償却累計額 △ 7,258

無形固定資産 1,281

ソフトウェア 344

その他 937

投資その他の資産 10,672

投資及び出資金 321

有価証券 190

出資金 130

その他 -

長期延滞債権 1,074

長期貸付金 30

基金 9,490

減債基金 7

その他 9,483

その他 12

徴収不能引当金 △ 254

流動資産 11,572

現金預金 7,447

未収金 818

短期貸付金 1

基金 3,248

財政調整基金 3,248

減債基金 -

棚卸資産 59

その他 90

徴収不能引当金 △ 92

繰延資産 0 119,775

193,632 193,632資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 80,855

業務費用 29,524

人件費 9,996

職員給与費 8,383

賞与等引当金繰入額 720

退職手当引当金繰入額 319

その他 574

物件費等 17,757

物件費 11,089

維持補修費 959

減価償却費 5,210

その他 499

その他の業務費用 1,771

支払利息 524

徴収不能引当金繰入額 35

その他 1,212

移転費用 51,331

補助金等 39,978

社会保障給付 10,336

他会計への繰出金 882

その他 135

経常収益 6,280

使用料及び手数料 4,005

その他 2,274

純経常行政コスト 74,576

臨時損失 195

災害復旧事業費 22

資産除売却損 164

損失補償等引当金繰入額 -

その他 9

臨時利益 51

資産売却益 50

その他 1

純行政コスト 74,719

連結行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 120,302 186,670 △ 66,545 176

純行政コスト（△） △ 74,719 △ 74,704 △ 15

財源 75,237 75,213 24

税収等 37,913 37,913 -

国県等補助金 37,323 37,299 24

本年度差額 518 509 9

固定資産の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 43

無償所管換等 63

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 △ 2

その他 △ 1,147

本年度純資産変動額 △ 526 △ 1,361 826 9

本年度末純資産残高 119,775 185,310 △ 65,719 185

連結純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

省 略
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連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）連結対象団体（会計） 
団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

観光施設事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

地方卸売市場事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三本松地区宅地整備事業特別会

計 
地方公営事業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

会津若松地方広域市町村圏整備

組合 
一部事務組合・広域連合 比例連結 ※1 

福島県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ※1 

福島県市民交通災害共済組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.22％ 

福島県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 6.26％ 

会津若松地方土地開発公社 地方三公社 比例連結 ※2 

株式会社まちづくり会津 第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人会津若松市勤労者

福祉サービスセンター 
第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人会津若松文化振興

財団 
第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人会津若松観光ビュ

ーロー 
第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人会津地域教育・学

術振興財団 
第三セクター等 比例連結 41％ 

※1 事業・会計によって比例連結割合が異なる 

※2 会津若松事務所分のみを連結 

 

① 地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に

向けた作業に着手しているもの（平成 29 年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用

するもの）については、連結財務書類の対象外としています。したがって、一般会計等における他

会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。 

  湊町簡易水道事業特別会計   企業債残高       8百万円 

                 他会計繰入金      3百万円 

西田面簡易水道事業特別会計  企業債残高       8百万円 

下水道事業特別会計      企業債残高     16,722百万円 

                 他会計繰入金     567百万円 

農業集落排水事業特別会計   企業債残高     2,066百万円 

                 他会計繰入金     195百万円 

個別生活排水事業特別会計   企業債残高     1,070百万円 

                 他会計繰入金     118百万円 

 

（２）作成基準日 

平成 30年度を対象年度とし、平成 31年３月 31 日を基準日として作成しています。 

また、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって基準日の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整

理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 
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（３）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 なお、水道事業会計、会津若松地方広域市町村圏整備組合水道用水供給事業会計、会津若松地方土地

開発公社、株式会社まちづくり会津、一般財団法人会津若松市勤労者福祉サービスセンター、公益財団

法人会津若松文化振興財団、一般財団法人会津若松観光ビューロー、及び公益財団法人会津地域教育・

学術振興財団においては、原則取得原価としています。 

 

（４）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格として

います。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合

は、実質価額としています。 

 

（５）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。また、水道事業会計の量水器は取替法

によっております。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累

計額の項目をもって表示しています（間接法）。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額

を当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

主として期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

主として、翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会

計年度の期間に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率等に基づいて算出した額として

います。 
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④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体健全化法上、将来負担比率

の算定に含めた将来負担額としています。 

⑤ 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質価額

が 30％以上低下した場合は、実質価額と取得価額との差額としています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円以下 

の取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、水道事業会計、会津若松地方広域市町村圏整備組合水道用水供給事業会計及び株式会社ま

ちづくり会津については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当する変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

 他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

会津若松地方土地開発公社   ４，４７０百万円 ４，４７０百万円 

計   ４，４７０百万円 ４，４７０百万円 

 

５ 追加情報 

（１）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（２）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却が決定している、または、近い将来売却が予定されている普通財産の土地及び建物 

イ 内訳 なし 
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